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名 称 対象地域電話番号

青森市民消費生活センター 017-722-2326 青森市・東津軽郡 平日　8:30～18:00
   （土・日・祝日休み）

弘前市市民生活センター 0172-34-3179 弘前市・黒石市・平川市・  8:30～17:00
  中津軽郡・南津軽郡・板柳町 （月曜休み）

八戸市消費生活センター 0178-43-9216　八戸市・三戸郡・ 平日　8:15～17:00
  おいらせ町 （土・日・祝日休み）

五所川原市消費生活センター 0173-33-1626
 五所川原市・つがる市・ 火～金　9:00～17:00

  西津軽郡・ 土　 　10:00～16:00
  北津軽郡（板柳町除く）  （日・月・祝日休み）
   

十和田市消費生活センター 0176-51-6757 十和田市・七戸町・六戸町 平日　8:30～16:30
   （土・日・祝日休み）

三沢市消費生活センター 0176-53-5350 三沢市・野辺地町・横浜町・ 平日　8:30～16:30 
  東北町・六ヶ所村 （土・日・祝日休み）

むつ市消費生活センター 0175-22-1353 むつ市・下北郡 平日　8:30～17:15
   （土・日・祝日休み）

■消費者ホットライン

■市消費生活センター

名 称 電話番号 対象地域 受付時間

受付時間

青森県消費生活センター 017-722-3343 県内全域 平日　　9:00～17:30
（相談窓口）   土・日・祝日　10:00～16:00

■県消費生活センター
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成 人 期
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特に若者 成人一般 特に高齢者

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済や社会に与える
影響を考えよう

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済、社会に与える
影響を考える習慣を
身に付けよう

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済、社会に与える
影響に配慮して行動しよう

消費者の行動が環境、
経済、社会に与える影響に
配慮することの大切さを
伝え合おう

持続可能な社会を目指して、
ライフスタイルを考えよう

持続可能な社会を目指した
ライフスタイルを
探そう

持続可能な社会を目指した
ライフスタイルを
実践しよう

持続可能な社会に役立つ
ライフスタイルについて
伝え合おう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関の利用法を
知ろう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関を利用する
習慣を付けよう

トラブル解決の法律や制度、
相談機関を利用しやすい
社会をつくろう

支え合いながらトラブル
解決の法律や制度、相談機
関を利用しよう

適切な意思決定に基づいて
行動しよう
契約とそのルールの活用に
ついて理解しよう

契約の内容・ルールを
理解し、よく確認して
契約する習慣を付けよう

契約とそのルールを理解し、
くらしに活かそう

契約トラブルに遭遇しない
暮らしの知恵を伝え合おう

主体的に生活設計を立てて
みよう
生涯を見通した生活経済の
管理や計画を考えよう

生涯を見通した計画的な
くらしを目指して、生活設
計・管理を実践しよう

経済社会の変化に対応し、
生涯を見通した計画的な
くらしをしよう

生活環境の変化に対応し
支え合いながら生活を
管理しよう

情報と情報技術の適切な
利用法や、国内だけでなく
国際社会との関係を
考えよう

情報と情報技術を適切に
利用する習慣を身に付け
よう

情報と情報技術を適切に
利用するくらしをしよう

支え合いながら情報と
情報技術を適切に利用
しよう

望ましい情報社会のあり方
や、情報モラル、セキュリ
ティについて考えよう

情報社会のルールや情報
モラルを守る習慣を付け
よう

トラブルが少なく、情報モ
ラルが守られる情報社会を
つくろう

支え合いながら、トラブル
が少なく、情報モラルが守
られる情報社会をつくろう

消費生活情報を評価、選択
の方法について学び、社会
との関連を理解しよう

消費生活情報を主体的に
吟味する習慣を付けよう

消費生活情報を主体的に
評価して行動しよう

支え合いながら、消費生活
情報を上手に取り入れよう

安全で危険の少ないくら
しと消費社会を目指すこ
との大切さを理解しよう

安全で危険の少ないくらし
方をする習慣を付けよう

安全で危険の少ないくらし
と消費社会をつくろう

安全で危険の少ないくらし
の大切さを伝え合おう

身近な消費者問題及び社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に協働して取り組む
ことの重要性を理解しよう

消費者問題その他の社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に向けた行動の場を
広げよう

地域や職場で協働して
消費者問題その他の社会
課題を解決し、公正な社会
をつくろう

支え合いながら協働して
消費者問題その他の社会
課題を解決し、公正な
社会をつくろう

生涯を見通した生活の
管理や計画の重要性、社会的
責任を理解し、主体的な
判断が望まれる時期

生活において自立を進め、
消費生活のスタイルや
価値観を確立し自らの
行動を始める時期

精神的、経済的に自立し、
消費者市民社会の構築に、
様々な人々と協働し
取り組む時期

周囲の支援を受けつつも
人生での豊富な経験や
知識を消費者市民社会
構築に活かす時期

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように
整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

　近年、人口減少、高齢化の進行、インターネットやスマートフォンの普及に伴う高度情報通
信社会の進展、経済のグローバル化等により、消費者を取り巻く社会経済環境は大きく変化し
ています。
　これらを背景として、高齢者からの消費生活相談の件数は年々増加しているほか、多岐にわ
たる新たな内容の消費者トラブルなどが次々と発生しています。特に、ますます悪質巧妙化す
る特殊詐欺による被害は、消費者に大きな不安を与えているところです。
　国においては、平成21年の消費者庁創設以来、消費生活相談や事故情報の集約・分析、被害
の未然・拡大防止対策など、消費者政策を一元的に推進するとともに、新たに「消費者教育の
推進に関する法律」を制定するなど必要な関係法令の整備を進めているところですが、これら
の施策を着実に実行していくためには、消費者にとって身近な存在である地方自治体における
消費者行政の充実・強化が重要です。
　このため県では、「青森県消費生活条例」に基づいて「青森県消費生活基本計画」を策定し、
県民の消費生活の安定と向上に向けた施策を計画的に進めるとともに、国の交付金も活用しな
がら、消費生活センター等の機能強化や消費者教育・啓発の推進などの取組を積極的に展開し
ているところです。
　こうした状況の中、この度、前計画を改定し、平成29年度から５か年を計画期間とする「第
３次青森県消費生活基本計画」を策定いたしました。
　県では、「青森県基本計画未来を変える挑戦」に掲げる生活創造社会の実現を目指し、県民
が安全で安心して快適に暮らせる生活環境づくりに取り組んでおり、消費生活に関する施策に
ついては、本第３次計画に基づき、市町村、関係団体、国などと連携しながら推進して参りま
すので、御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、本計画の策定に当たり、熱心な御審議をいただきました青森県消費生活審議会委員及
び青森県消費者教育推進地域協議会委員の皆様をはじめ、関係各位に心から感謝申し上げます。

                                                                  平成29年２月

三 村　申 吾

は　じ　め　に

青森県知事
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１  計画策定の趣旨

計画策定の基本的な考え方第１章

消費生活の
安定と向上

２　消費者の自立

１　安全で安心できる暮らし

３　環境等に配慮した消費生活

　県では、消費者の権利の確立を図ることを基本理念とする「青森県消費生活条例（平成１０年３月青
森県条例第２号。以下「条例」という。）」に基づき、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため「青森県消費生活基本計画」を策定し、これまで県民の消費生活の安定と向上のための施策
を計画的に進めてきました。
　近年、人口減少、高齢化・独居化の進行、高度情報通信社会や消費生活におけるグローバル化の進展
等により、消費者を取り巻く社会経済環境は大きく変化しています。
　また、国においては、平成２４年以降、「食品表示法」の制定や「特定商取引に関する法律（以下「特定
商取引法」という。）」、「消費者安全法」及び「不当景品類及び不当表示防止法」の改正などを行い、消
費者行政において必要不可欠な基盤づくりを進めるとともに、平成２７年３月には、消費者を取り巻く環
境の変化や新たな課題等に適切に対応した消費者政策を推進していくため、平成２７年度から平成３１年
度までの５年間を対象とする、新たな「消費者基本計画」を策定しました。
　さらに、平成２４年に「消費者教育の推進に関する法律（以下「消費者教育推進法」という。）」を制定
し、平成２５年６月には、都道府県や市町村が策定する消費者教育推進計画の基本となるものとして、平
成２５年度から平成２９年度までの５年間を対象とする、「消費者教育の推進に関する基本的な方針」も
策定しました。
　県では、こうした状況等を踏まえ、これまでの計画の見直しを行うとともに、本県における消費者教育
の推進に関する施策についての計画の内容を併せ持つ、新たな「青森県消費生活基本計画」を策定する
ものです。

４  施策の基本的な柱
　消費者が安全で安心できる暮らしの確保は、消費生活を営む上で最も重要な基盤となるものであり、
何よりも尊重されるべき消費者の権利です。そのためには、消費者の安全が確保され、商品及び役務（サ
ービス）について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報等が
提供され、並びに消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されることなどが必要です。
　また、県民一人ひとりには、自ら消費生活に関する知識の習得や情報収集等に努め、合理的な意思決
定を行う、自立した消費者としての役割が期待されています。消費者が自らの利益の擁護及び増進のた
め自主的かつ合理的に行動することができるよう、消費者教育を体系的・総合的に推進するほか、消費
者の主体的な活動の支援などにより、消費者の自立を支援していくことが必要です。
　加えて、消費者には、社会の一員として、自らの消費行動が環境や社会経済情勢に与える影響を認識
し、一人ひとりが率先して環境等の社会的課題に配慮した消費行動を実践することが求められているこ
とから、県民の環境等の社会的課題に配慮した消費生活を推進していく必要があります。
　こうした考え方の下に、本計画では、計画の基本的な視点に則り、「安全で安心できる暮らし」、「消費
者の自立」、社会的配慮としての「環境等に配慮した消費生活」の３つを施策の基本的な柱として設定し
ます。

２  計画の期間
　計画期間は、平成２９年度から平成３３年度までの５年間とします。
　ただし、社会経済環境の変化に対応するため、必要に応じて見直すこととします。

３  計画の目的と基本的な視点
　本計画は、条例の目的である県民の「消費生活の安定と向上」を図ることを目的に、条例の基本理念
とも重なる「消費者基本法」の基本理念である「消費者の権利の尊重」と「消費者の自立の支援」を基本
的な視点として策定します。

第１章 ／ 計画策定の基本的な考え方
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を計画的に進めてきました。
　近年、人口減少、高齢化・独居化の進行、高度情報通信社会や消費生活におけるグローバル化の進展
等により、消費者を取り巻く社会経済環境は大きく変化しています。
　また、国においては、平成２４年以降、「食品表示法」の制定や「特定商取引に関する法律（以下「特定
商取引法」という。）」、「消費者安全法」及び「不当景品類及び不当表示防止法」の改正などを行い、消
費者行政において必要不可欠な基盤づくりを進めるとともに、平成２７年３月には、消費者を取り巻く環
境の変化や新たな課題等に適切に対応した消費者政策を推進していくため、平成２７年度から平成３１年
度までの５年間を対象とする、新たな「消費者基本計画」を策定しました。
　さらに、平成２４年に「消費者教育の推進に関する法律（以下「消費者教育推進法」という。）」を制定
し、平成２５年６月には、都道府県や市町村が策定する消費者教育推進計画の基本となるものとして、平
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ービス）について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報等が
提供され、並びに消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されることなどが必要です。
　また、県民一人ひとりには、自ら消費生活に関する知識の習得や情報収集等に努め、合理的な意思決
定を行う、自立した消費者としての役割が期待されています。消費者が自らの利益の擁護及び増進のた
め自主的かつ合理的に行動することができるよう、消費者教育を体系的・総合的に推進するほか、消費
者の主体的な活動の支援などにより、消費者の自立を支援していくことが必要です。
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２  計画の期間
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　ただし、社会経済環境の変化に対応するため、必要に応じて見直すこととします。
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第１章 ／ 計画策定の基本的な考え方
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１  社会経済環境の動向

消費生活をめぐる現状第２章

　近年、人口減少、高齢化・独居化の進行、高度情報通信社会や消費生活におけるグローバル化の進展
等により、消費者を取り巻く社会経済環境は大きく変化しています。
　高齢者からの消費生活相談の件数は、高齢者人口の伸びを大きく上回るペースで増加しており、様々
な障害を有する方や認知症等で判断力が不十分となった方などが消費者トラブルに巻き込まれるケース
も年々増加傾向にあります。また、独居化の進行により増加している単独世帯は、それ以外の世帯よりも
消費者トラブルに巻き込まれやすく、トラブルに巻き込まれた際にも深刻化しやすい状況にあります。
　そして、高度情報通信社会の進展等を背景として、多くの消費者がインターネット経由で様々な商品・
サービスの取引を行うようになったことに伴って、「電子商取引」に関する消費生活相談の件数は年々増
加傾向にあり、情報通信に関連して、多岐にわたる内容の新たな消費者トラブルが次 と々発生しています。
さらに、情報通信技術等の発達による新たなサービスの展開に伴って、消費者の個人情報及びプライバ
シーのさらなる保護が課題となっています。
　また、消費生活におけるグローバル化の進展に伴って、様々な輸入商品が広く流通しているほか、近年、
インターネット等を通じて消費者が自ら海外から商品を直接購入することが容易になったことで、詐欺の
疑い、模倣品の到着などの消費者トラブルも数多く発生しています。
　さらに、輸入食品の安全性の問題をはじめ、食品に関する様々な偽装表示・誇大表示など食の安全・
安心という消費生活の最も基本的な事項に対する消費者の信頼を揺るがす事件や、身近な製品による消
費者の生命を脅かす重大な事件、事故が発生するなど、食品等の安全性確保に対する関心はますます高
まっています。
　加えて、東日本大震災など、かつて経験したことのない大きな災害に不安を抱いた消費者が、生活関連
物資の買い急ぎや買いだめをしたり、あるいは、原子力発電所事故の影響を受けた農作物の風評被害に
惑わされたり、災害に便乗した悪質商法の被害に遭うなどの問題が発生しています。
　一方、消費者の間には、環境に負荷の少ない商品・サービスの購入や節電、省エネルギーなどの環境に
配慮した取組のほか、被災地の復興、開発途上国の労働者の生活改善等の社会的課題に配慮した商
品・サービスを選択して消費することへの関心も高まっています。

２  本県における消費生活相談の状況
　本県では、青森県消費生活センターのほか、県内７市（青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田
市、三沢市、むつ市）に消費生活センターが設置されており、県内全域の消費者からの消費生活に関する
問合せや、消費者トラブルの苦情を受け付け、その解決に向けた助言や様々な情報を提供しています。
　近年の消費者トラブルは、社会経済環境の変化により、その内容がますます複雑・多様化してきており、
例えば、架空請求詐欺や高齢者を狙った還付金詐欺などの振り込め詐欺や、インターネットでの無料サイ
トから有料サイトへ誘導するワンクリック詐欺など、悪質・巧妙な新たな手口も出現しています。

（１） 相談件数の推移
　県内の消費生活相談窓口における受付件数（以下「相談件数」という。）は、平成１８年度から平
成２４年度までは、県内大手石油販売業者の倒産の影響により相談数が増加した平成２０年度を除
いて減少傾向が続いていましたが、平成２５年度に若干増加し、それ以降は年度毎に若干の増減は
あるものの、9,000件前後でほぼ横ばいの状況に転じています。

第２章 ／ 消費生活をめぐる現状

（表１）相談件数の推移
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（２）契約当事者年代別の相談状況
　相談件数を契約当事者の年代別で整理すると、平成１８年度以降、２０歳代と３０歳代の者からの相
談件数が減少傾向にある一方で、６０歳代以上の高齢者からの相談件数はほぼ一貫して増加傾向にあり
ます。
　また、特に７０歳代以上の者からの相談件数が平成２２年度以降大幅に増加しており、平成２７年度に
は、６０歳代以上の者からの相談が全体の相談件数の４割近くを占める状況となっています。

（３）商品・役務別の相談状況
　相談件数を取引対象の商品又は役務（サービス）の別で整理すると、商品では、商品一般、教養娯楽
品、食料品に関する相談、役務では、運輸・通信サービス、金融・保険サービスに関する相談が多い状況
にあります。
　平成１８年度以降の商品・役務別の相談件数の推移をみると、平成２２年度まで相談件数が最も多か
った金融・保険サービスに関する相談が、平成２２年６月の改正貸金業法の完全施行などを受けて平成
２３年度に大きく減少したものの、運輸・通信サービスに関する相談は平成２６年度以降増加傾向に転
じています。

第２章 ／ 消費生活をめぐる現状

（表２）年代別構成比の推移

（表３）相談件数が多い商品・役務に係る件数の推移
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店舗購入 4,941 5,745 7,489 5,481 4,888 3,373 2,775 2,685 2,502 2,305
店舗購入以外（特殊販売） 5,867 5,468 4,796 3,961 3,837 4,071 4,200 4,651 4,528 4,792
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不明・無関係 5,282 4,097 3,980 3,323 2,723 1,973 1,802 2,069 1,797 1,845
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訪問販売 1,065 867 785 776 687 796 529 684 583 493
通信販売 3,442 3,167 2,925 2,239 2,231 2,375 2,346 2,344 2,547 2,792

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

マルチ商法 209 540 285 163 95 77 61 74 62 53
電話勧誘販売 890 721 626 645 727 749 1,032 1,235 1,172 1,177

その他無店舗販売 203 128 123 88 66 56 71 52 50 56
ネガティブ・オプション 58 45 52 50 31 18 161 231 79 103

（件）

（件）

３  消費者行政推進の取組
　平成２１年９月の「消費者安全法」施行により、地方公共団体が行う消費生活相談が法的に位置付け
られるとともに、市町村は地域の消費者からの消費生活相談に応じること、都道府県は主としてその対
応に各市町村の区域を超えた広域的な見地等を必要とする消費生活相談に応じるほか、市町村への技
術的援助を担うこととされました。さらに、都道府県には消費生活センターの設置が義務付けられ、市
町村においては必要に応じ設置するよう努めなければならないとされました。
　これらの状況を踏まえ、県において県内の消費生活相談体制の充実・強化に向けた取組を進めた結果、
平成２６年４月１日から東青、中南、三八及び下北の４地域で、平成２７年４月１日からは西北及び上北地
域で、それぞれ広域連携による消費生活相談体制が開始され、県内のどの地域に居住していても、専門
の消費生活相談員による助言等が受けられる体制が整備されたところです。
　青森県消費生活センターは、県内の消費生活センターの指導的・中核的センター（「センター・オブ・
センターズ」）として、広域的・専門的な相談案件に対応するほか、市町村の相談窓口担当者を対象とし
た研修会及び事例検討会の開催、市町村アドバイザーによる市が設置する消費生活センターへの巡回指
導などを実施し、消費生活相談窓口の充実・強化に向けた市町村の主体的な取組を積極的に支援してい
ます。
　また、現在、県及び市町村では、国の交付金を活用し、消費生活相談員等のレベルアップ、消費生活セ
ンターや消費生活相談窓口の機能強化、消費者教育・啓発等、消費者行政の推進に取り組んでいます。

（４）販売形態別の相談状況
　相談件数を対象取引の販売形態別で整理すると、店舗購入に関する相談が平成２０年度以降減少傾
向に転じたものの、店舗購入以外の特殊販売に関する相談が平成２３年度から増加傾向となったことで、
それ以降、特殊販売に関する相談が店舗購入に関する相談を上回る形で推移しています。
　また、特殊販売の中では、平成２１年度まで減少傾向にあった通信販売に関する相談が、横ばいから
増加傾向に転じたほか、平成２４年度に訪問販売と電話勧誘販売に関する相談件数が逆転してからは、
電話勧誘販売が訪問販売に関する相談を上回る状況が続いています。

第２章 ／ 消費生活をめぐる現状

（表４）販売形態別相談件数の推移

（表５）特殊販売に係る相談件数の推移
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１  安全で安心できる暮らし

施策の展開方向第３章

（２）公平・公正な消費生活環境の確保（１）安全で安心な消費生活の確保

（３）消費者被害の未然防止と救済 （４）生活関連物資の安定供給

● 商品・サービスの安全性確保
● 食品の安全性確保
● 消費者事故等への的確な対応

● 商品・サービスの表示や規格等の適正化
● 取引における適正な事業活動の促進
● 取引上不利な立場に立ちやすい者への支援
● 地域における見守り活動の充実・強化

　安全で安心できる暮らしはすべての県民の願いです。県民の消費生活における基本的な需要が満たさ
れ、安全で安心な商品やサービスが確保され、それらが適正な取引のもとで安定的に供給され、消費者
の自主的かつ合理的な選択の機会が確保されるようにすることは、消費者行政の基本となる施策であり、
引き続きより一層充実を図っていく必要があります。
　また、消費者に被害が生じた場合には、適切かつ迅速に救済されなければなりません。商品やサービ
スの多様化、高度化に伴い、消費生活センター等に寄せられる消費者相談の内容もますます複雑・多様
化しています。県は、「消費者安全法」に基づいて、県内全域で整備された市町村の広域連携による消費
生活相談体制を、市町村と連携しながら一層充実・強化していくとともに、社会経済状況の変化に伴って
今後も発生すると見込まれる新たな消費者被害の未然防止と、迅速かつ適切な救済のため、専門機関等
との連携を強化していきます。
　さらに、近年、物価は比較的安定し、円滑な物資供給が図られていますが、地震などの様々な自然災
害や、国際紛争、あるいは世界経済情勢の変化により、生活関連物資の供給量の減少や価格の高騰が生
じる可能性もあり得ます。そのため、引き続き不適正な価格形成や災害等に便乗した不当な取引行為等
によって消費者が不利益を被らないよう、継続的に調査を行い、情報提供に努めていく必要があります。

第３章 ／ 施策の展開方向

（１）安全で安心な消費生活の確保
　商品やサービスに関して、引き続き危害や危険の未然防止に向けた施策を展開しつつ、新たな消
費者問題にも積極的に対応し、消費者の安全で安心できる生活を確保するため、国や関係機関と連
携しながら、調査、試験検査、監視機能の充実を図り、消費者及び事業者に対する適切な情報提供
を推進します。
　また、食品の安全性を確保するため、効果的な監視・指導や検査体制の充実強化及び正確な情報
の提供並びに食品衛生の向上に関する普及啓発など、食品衛生対策をより一層推進するとともに、
新しい食品表示制度に基づいた表示の適正化を図ります。
　さらに、商品やサービスを消費者が使用すること等により消費者の生命又は身体、財産に被害が
発生した事故や、事故を引き起こすような事態など、いわゆる「消費者安全法」に基づく消費者事故

等については、国や関係機関と適切に連携し、被害の拡大や未然防止に向けた情報の周知など的確
な対応を図ります。

（２）公平・公正な消費生活環境の確保
　消費者が自らの意思に基づいて合理的に商品やサービスを選択できるよう、関係法令の厳正な
運用等により、表示や規格等の適正化、取引における適正な事業活動を促進するなど、公平・公正
な消費生活環境の確保に努めます。
　また、判断能力が十分ではない高齢者や障害者等のうち、特に高齢者が消費者被害に遭う例が
近年増加していることから、このような安全上又は取引上特に不利な立場に立ちやすい方に対して
は、関係機関や地域団体等とも連携しながら、成年後見制度の利用や、地域における見守り強化に
向けた取組を推進し、被害に遭わないためのわかりやすい情報提供及び消費者啓発に努めます。

（３）消費者被害の未然防止と救済
　消費者被害の未然防止とともに、県民が同種の被害に遭わないよう消費者被害の拡大防止を図
るため、マスメディア等を活用した啓発活動の効果的な展開に努めるほか、消費生活センター等に
寄せられた情報を分析し、最近の消費者トラブルの事例と対応策について関係者間で情報共有を図
るとともに、消費者に対しては注意喚起情報を迅速かつ的確に提供していきます。
　また、不当な取引行為を行う事業者に対しては、「特定商取引法」をはじめとする消費者関係法令
や条例に基づいて指定された「不当な取引行為」に基づき、監視・指導を強化するとともに、必要に
応じて行政処分・指導等の措置を講じ、不当な取引行為による消費者被害の減少を図ります。
　さらに、消費者が受けた被害を速やかに回復できるよう、青森県消費生活センター及び市町村の
広域連携による消費生活相談及び苦情処理体制の一層の充実・強化を図るとともに、それによって
解決が困難な事例についても、専門家や裁判外紛争解決機関の民間団体等とも連携しつつ、適切か
つ迅速な解決に努めるほか、消費者団体訴訟制度の活用などについて検討を進めます。
　加えて、高齢者や障害者など、取引上不利な立場に立ちやすい方については、既存の地域で見守
りを実施している団体等が、日常の活動の中で消費生活に関する悩み等を抱えた方に気づいた際に、

消費生活相談窓口を紹介して早期の相談に結びつける仕組みである消費生活相談窓口紹介ネットワ
ークを各市町村ごとに構築することにより、被害の未然防止と迅速かつ適切な被害回復につなげて
いくことを目指します。
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な消費生活環境の確保に努めます。
　また、判断能力が十分ではない高齢者や障害者等のうち、特に高齢者が消費者被害に遭う例が
近年増加していることから、このような安全上又は取引上特に不利な立場に立ちやすい方に対して
は、関係機関や地域団体等とも連携しながら、成年後見制度の利用や、地域における見守り強化に
向けた取組を推進し、被害に遭わないためのわかりやすい情報提供及び消費者啓発に努めます。

（３）消費者被害の未然防止と救済
　消費者被害の未然防止とともに、県民が同種の被害に遭わないよう消費者被害の拡大防止を図
るため、マスメディア等を活用した啓発活動の効果的な展開に努めるほか、消費生活センター等に
寄せられた情報を分析し、最近の消費者トラブルの事例と対応策について関係者間で情報共有を図
るとともに、消費者に対しては注意喚起情報を迅速かつ的確に提供していきます。
　また、不当な取引行為を行う事業者に対しては、「特定商取引法」をはじめとする消費者関係法令
や条例に基づいて指定された「不当な取引行為」に基づき、監視・指導を強化するとともに、必要に
応じて行政処分・指導等の措置を講じ、不当な取引行為による消費者被害の減少を図ります。
　さらに、消費者が受けた被害を速やかに回復できるよう、青森県消費生活センター及び市町村の
広域連携による消費生活相談及び苦情処理体制の一層の充実・強化を図るとともに、それによって
解決が困難な事例についても、専門家や裁判外紛争解決機関の民間団体等とも連携しつつ、適切か
つ迅速な解決に努めるほか、消費者団体訴訟制度の活用などについて検討を進めます。
　加えて、高齢者や障害者など、取引上不利な立場に立ちやすい方については、既存の地域で見守
りを実施している団体等が、日常の活動の中で消費生活に関する悩み等を抱えた方に気づいた際に、

消費生活相談窓口を紹介して早期の相談に結びつける仕組みである消費生活相談窓口紹介ネットワ
ークを各市町村ごとに構築することにより、被害の未然防止と迅速かつ適切な被害回復につなげて
いくことを目指します。
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（２）消費者への情報提供の充実（１）消費者教育の推進

（３）消費者のネットワーク構築 （４）消費者の組織活動の促進

（１）消費者教育の推進
　県民一人ひとりが「自立した消費者」として、自らの利益の擁護と増進のため、自ら消費生活に関
して必要な知識の習得や情報収集を行い、自主的かつ合理的に行動することができるよう、多様な
主体と連携しながら、幼児期から高齢期までの各段階（「ライフステージ」）ごとの特性や、学校や
地域などの様々な場の特性に配慮した、体系的かつ効果的な消費者教育を推進します。
　このため、効果的な取組方法や取組への支援のあり方についての検討を進めるほか、消費者教育
の担い手となる人材の育成に向けた取組を進めます。
　さらに、消費者自身の積極的な社会参加を支援するため、消費生活に関して自主的に学習を行え
る場を提供するなど、学習条件の整備を推進します。
　加えて、金融教育など、消費生活と密接に関係する分野の教育との連携を進め、お互いの効果を
より一層高めていきます。 

（３）消費者被害の未然防止と救済
　消費者被害の未然防止とともに、県民が同種の被害に遭わないよう消費者被害の拡大防止を図
るため、マスメディア等を活用した啓発活動の効果的な展開に努めるほか、消費生活センター等に
寄せられた情報を分析し、最近の消費者トラブルの事例と対応策について関係者間で情報共有を図
るとともに、消費者に対しては注意喚起情報を迅速かつ的確に提供していきます。
　また、不当な取引行為を行う事業者に対しては、「特定商取引法」をはじめとする消費者関係法令
や条例に基づいて指定された「不当な取引行為」に基づき、監視・指導を強化するとともに、必要に
応じて行政処分・指導等の措置を講じ、不当な取引行為による消費者被害の減少を図ります。
　さらに、消費者が受けた被害を速やかに回復できるよう、青森県消費生活センター及び市町村の
広域連携による消費生活相談及び苦情処理体制の一層の充実・強化を図るとともに、それによって
解決が困難な事例についても、専門家や裁判外紛争解決機関の民間団体等とも連携しつつ、適切か
つ迅速な解決に努めるほか、消費者団体訴訟制度の活用などについて検討を進めます。
　加えて、高齢者や障害者など、取引上不利な立場に立ちやすい方については、既存の地域で見守
りを実施している団体等が、日常の活動の中で消費生活に関する悩み等を抱えた方に気づいた際に、

● 生活関連物資の安定供給
● 物価情報の提供
● 緊急時対策の推進

● 効果的な啓発活動の展開と迅速かつ的確な情報提供
● 悪質な事業者に対する監視・指導の強化
● 消費生活苦情相談体制の充実・強化
● 専門家や裁判外紛争解決機関等との連携
● 地域における見守り活動の充実・強化（再掲）

第３章 ／ 施策の展開方向

消費生活相談窓口を紹介して早期の相談に結びつける仕組みである消費生活相談窓口紹介ネットワ
ークを各市町村ごとに構築することにより、被害の未然防止と迅速かつ適切な被害回復につなげて
いくことを目指します。

２  消費者の自立
　県民一人ひとりには、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的な消費行動が求められてい
ますが、消費者と事業者との間には、情報、知識、交渉力などの格差が依然として認められ、多くの消費
者は、事業者から提供される商品やサービスの情報、あるいは、事業者からの勧誘により取引に応じると
いった受動的な立場にあると言えます。
　また、「持続可能な消費」や「倫理的消費」と呼ばれる、環境や開発途上国の労働者の生活改善等の
社会的課題に配慮した商品・サービスを選択して消費することへの消費者の関心が高まりつつあること
から、国において、消費者一人ひとりが、個々の消費者の特性や消費生活の多様性を互いに尊重しつつ、
自らの消費生活に関する行動が現在と将来の世代にわたって地球環境や社会経済情勢に影響を及ぼし

（４）生活関連物資の安定供給
　県民の日々の暮らしに密接に関連する生活関連物資を安定的に供給するため、その価格や需給
動向等について調査・監視し、必要がある場合には、供給や価格の安定に必要な措置を講じます。
　また、消費者が適切な選択をするために必要な情報を積極的に提供し、消費者自身が合理的な
購買行動をとることによって公正な価格が形成されるよう努めていきます。
　さらに、災害等の緊急時においては、食料や燃料、医薬品などの生活に密接な物資の確保が重要
となることから、東日本大震災等のこれまでに発生した災害における経験を踏まえ、生活関連物資
の安定供給を図るための関係機関・団体等との協定締結をさらに進めるなど、関係部局が連携し、
関係機関とも協力・連携して、その確保と安定供給に努めます。

● ライフステージや場の特性に応じた消費者教育の推進
● 消費者教育推進に向けた人材（担い手）育成
● 消費者の自主的学習の場の提供
● 金融教育等関連する教育との連携の推進と環境整備

得るものであることを自覚して、公正で持続可能な社会の形成に積極的に参画する「消費者市民社会」と
いう考え方を示したところです。
　このような中にあって、県民の消費生活の安定と向上を図るためには、適切な選択の前提となる十分
な情報が、迅速かつ的確に提供されるようにするとともに、県民一人ひとりが自立した消費者となれるよ
う、消費者教育をより一層推進することが必要です。
　県においては、条例で消費者の権利の一つとして、消費生活において、必要な知識及び判断力を習得
し、主体的に行動するため、消費生活に関する教育を受け、及び学習の機会を提供される権利を規定し
ています。
　そして、「消費者教育推進法」において、県は、従前からの消費者教育推進の取組を一層充実させ、関
係機関等との連携のもと、体系的かつ効果的に消費者教育を推進することが求められています。
　さらには、県民一人ひとりの自主的かつ合理的な消費行動を支援するため、各種の情報誌やマスメディ
アを用いた消費生活に関する情報提供や普及啓発活動を実施しているほか、消費者団体などの活動等
に対する支援を行っており、引き続き、消費者からの要望に幅広く対応できる総合的な情報提供や消費
者団体等の活動に対する支援などが必要です。
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（２）消費者への情報提供の充実（１）消費者教育の推進

（３）消費者のネットワーク構築 （４）消費者の組織活動の促進
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に対する支援を行っており、引き続き、消費者からの要望に幅広く対応できる総合的な情報提供や消費
者団体等の活動に対する支援などが必要です。
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（１）消費者に対する環境教育等の推進 （２）環境に負荷の少ない消費行動の推進

（１）消費者に対する環境教育等の推進
　消費者が、自らの消費生活に関する行動が、地球環境や社会経済情勢に影響を及ぼし得るもの
であることを自覚できるよう、環境教育、食育などの消費生活に関連する教育を推進します。
　環境教育・学習については、消費者が環境問題を認識し、消費者の立場において、その解決に向
けた取組に積極的に参加できるよう、その推進を図るとともに、環境に関する情報を分かりやすく
提供し、地域における環境活動への参加とネットワークづくりを促進します。

（２）環境に負荷の少ない消費行動の推進
　消費者は、市場における商品・サービスの選択、購入等を通じて環境の保全に密接なかかわりを
持っており、県民が環境に負荷の少ない商品・サービスを購入し、自身のライフスタイルを見直して
いくことが、持続可能な社会への転換に大きく寄与します。
　また、日常生活において節電や省エネルギーなどの環境配慮行動を実践することは、二酸化炭素
の排出が少ない低炭素型社会づくりに向けてとても重要です。
　このため、県民に広く省資源や省エネルギーへの協力を呼び掛けるとともに、環境に負荷の少な
い商品・サービスの選択及び低炭素型のライフスタイルの実践に向けた取組を促進します。
　さらに、全国的に大きな課題となっている食品ロスの削減をはじめとした、ごみ減量やリサイクル
といった３Ｒ※の取組を県民総参加で推進していくほか、ごみの適正処理の推進と併せて、資源の消
費が抑制され、環境への負荷の少ない循環型社会の構築に向け、繰り返し使える容器の利用拡大
やリサイクルしやすい商品の選択など、ライフスタイルの見直しにつながる取組を促進します。

※３Ｒ／リデュース（Reduce: 発生抑制＝「ごみ」は出さない）、リユース（Reuse: 再使用＝使える「も
の」は繰り返して使う）、リサイクル（Recycle: 再生利用＝再び資源として利用する）の３つの頭文字
「Ｒ」をとったもので、環境配慮行動のキーワードとして使われている。

● 効果的な啓発活動の展開と迅速かつ的確な情報提供（再掲）
● 情報収集・提供機能の充実

● 消費者が参加しやすいネットワークの構築
● 消費者問題に関する自主的活動への支援

● 環境に負荷の少ない商品・サービスの選択の推進
● 低炭素型のライフスタイルの促進
● 食品ロス削減等、ごみ減量やリサイクルなど３Ｒの取組推進
● 資源循環型のライフスタイルの促進

● 消費者団体の育成・指導
● 消費者団体の交流・連携の推進
● 消費者問題に関する自主的活動への支援（再掲）

● 環境教育・学習の推進
● 環境情報の提供と環境活動のネットワークづくりの促進
● 食育の推進

第３章 ／ 施策の展開方向

３  環境等に配慮した消費生活
　近年大きな課題となっている地球温暖化、オゾン層の破壊、野生動植物種の減少などの環境問題や、
先進国と開発途上国との間の経済格差などの社会経済上の問題は、社会経済システムのほか、資源やエ
ネルギー、また、商品やサービスの消費を通じて、個人のライフスタイルのあり方など、消費者一人ひとり
の消費生活に関する行動とつながっており、国において「消費者市民社会」の考え方を示したところです。
　消費者には、自らの消費行動が環境や社会経済情勢に与える影響を認識してライフスタイルを積極的
に見直し、一人ひとりが率先して環境等の社会的課題に配慮した消費行動を実践することが期待されて
おり、県民の環境等の社会的課題に配慮した消費生活を推進していく必要があります。

（２）消費者への情報提供の充実
　県民が自立した消費者として、自主的かつ合理的に行動することを支援するため、必要な消費生
活情報を、年齢層や地域に応じてそれぞれきめ細かに提供するとともに、社会経済環境の変化に伴
って発生する新たな消費生活上の課題等に対応するため、国や関係機関と連携し、全国消費生活
情報ネットワークシステム（PIO-NET）等の活用による情報収集に努め、その適時適切な提供を図
ります。

（３）消費者のネットワーク構築
　近年、社会の成熟化や高度情報通信社会の進展などに伴って、消費者の関心領域は多岐にわたる
ようになるとともに、その活動の手段や組織の作り方も多様化しています。
　さらに、消費者個々人やそのグループでは、関心を同じくする人たちや異なる活動をしている人たち
と交流、連帯し、活動をより積極的で高度なものにしていきたいとする意識が強くなってきています。
　このため、消費者及びそのグループなどが、自主的に必要なときに自由に情報を交換し、相互に交流
して活動を拡げ、また個々の活動をレベルアップしていけるよう、多様なネットワークの構築を図ります。
　また、消費者が主体的に様々な課題に取り組んでいくため、消費者の活動に資する情報を容易に取
得できるよう、情報提供機能の充実など、積極的な消費者活動が展開できる環境の整備を図ります。

（４）消費者の組織活動の促進
　消費者と事業者との間に、情報、知識、交渉力などの面において依然として格差が存在する中に
あって、消費者の立場に立って経済社会が運営されていくためには、消費者一人ひとりのニーズや意
向を集約する組織活動が重要です。
　また、「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」の施行以来１８年余が経過し、社会における市民活
動の意義に対する認識が一層深まったことで、消費者の組織活動も今後ますます盛んになっていく
ものと考えられます。
　このため、消費者団体相互の交流・連携の強化を図るなど、消費者の組織活動を支援します。
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（１）消費者に対する環境教育等の推進 （２）環境に負荷の少ない消費行動の推進
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先進国と開発途上国との間の経済格差などの社会経済上の問題は、社会経済システムのほか、資源やエ
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　消費者には、自らの消費行動が環境や社会経済情勢に与える影響を認識してライフスタイルを積極的
に見直し、一人ひとりが率先して環境等の社会的課題に配慮した消費行動を実践することが期待されて
おり、県民の環境等の社会的課題に配慮した消費生活を推進していく必要があります。

（２）消費者への情報提供の充実
　県民が自立した消費者として、自主的かつ合理的に行動することを支援するため、必要な消費生
活情報を、年齢層や地域に応じてそれぞれきめ細かに提供するとともに、社会経済環境の変化に伴
って発生する新たな消費生活上の課題等に対応するため、国や関係機関と連携し、全国消費生活
情報ネットワークシステム（PIO-NET）等の活用による情報収集に努め、その適時適切な提供を図
ります。

（３）消費者のネットワーク構築
　近年、社会の成熟化や高度情報通信社会の進展などに伴って、消費者の関心領域は多岐にわたる
ようになるとともに、その活動の手段や組織の作り方も多様化しています。
　さらに、消費者個々人やそのグループでは、関心を同じくする人たちや異なる活動をしている人たち
と交流、連帯し、活動をより積極的で高度なものにしていきたいとする意識が強くなってきています。
　このため、消費者及びそのグループなどが、自主的に必要なときに自由に情報を交換し、相互に交流
して活動を拡げ、また個々の活動をレベルアップしていけるよう、多様なネットワークの構築を図ります。
　また、消費者が主体的に様々な課題に取り組んでいくため、消費者の活動に資する情報を容易に取
得できるよう、情報提供機能の充実など、積極的な消費者活動が展開できる環境の整備を図ります。

（４）消費者の組織活動の促進
　消費者と事業者との間に、情報、知識、交渉力などの面において依然として格差が存在する中に
あって、消費者の立場に立って経済社会が運営されていくためには、消費者一人ひとりのニーズや意
向を集約する組織活動が重要です。
　また、「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」の施行以来１８年余が経過し、社会における市民活
動の意義に対する認識が一層深まったことで、消費者の組織活動も今後ますます盛んになっていく
ものと考えられます。
　このため、消費者団体相互の交流・連携の強化を図るなど、消費者の組織活動を支援します。
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１  計画の進行管理

計画推進のための方策第４章

　県は、本計画に基づいて、消費者の権利の確立と県民の消費生活の安定と向上、本県における消費者
教育の推進を図っていくため、その時々の社会経済状況等を加味しながら、計画に掲げられている施策
の方向を、より一層具体化するとともに、着実な進行管理を行っていきます。

（１）青森県消費生活審議会への現状及び施策の取組状況の報告
　本県における消費生活の現状と本計画に基づく施策全般の取組状況について、毎年度、青森県消
費生活審議会に報告し、その意見を聴きながら、次年度以降の施策への反映に努めます。

（２）青森県消費者行政連絡会議による庁内の施策調整
　庁内の消費者行政関係各課で構成する「青森県消費者行政連絡会議」を必要に応じて開催し、
本計画に基づく施策や、それ以外の消費生活に関する施策について総合的に調整していきます。

（３）青森県消費者教育推進地域協議会への現状及び施策の取組状況の報告
　全国や本県における消費者教育の現状と、本計画に基づく消費者教育推進に向けた施策の取組
状況について、毎年度、青森県消費者教育推進地域協議会に報告し、その意見を聴きながら、次年
度以降の施策への反映に努めます。

（４）青森県消費者教育連絡協議会による庁内の施策調整
　庁内の消費者教育推進関係各課で構成する「青森県消費者教育連絡協議会」を必要に応じて開
催し、本計画に基づく消費者教育推進に向けた施策や、それ以外の消費者教育に関する施策につい
て総合的に調整していきます。

（５）計画の見直し
　今後の社会経済環境の変化や国における消費者教育推進の動向の変化に応じて、青森県消費生
活審議会及び青森県消費者教育推進地域協議会の意見を聴きながら、適宜見直します。

（１）青森県消費生活センターの機能強化
　青森県消費生活センターは、県の消費者行政の中核として、引き続きその機能の一層の充実強化
に努めながら、社会経済環境の変化に伴う県民のニーズに応えていくため、消費生活相談、商品テ
スト、消費者教育・啓発、情報収集・提供等、適時、適切な事業を推進していきます。
　また、「消費者安全法」及び「消費者教育推進法」の趣旨を踏まえ、本県における「センター・オ
ブ・センターズ」として、市町村に対する技術的援助や広域的な見地を必要とする苦情相談、あっせ
ん等の処理を適切に行うため、消費生活相談員等の一層のレベルアップ等を図るとともに、消費者
教育の拠点の一つとして取組を推進するほか、その担い手支援等に取り組んでいきます。

（２）市町村の広域連携による相談体制の充実強化に向けた支援
　消費生活に関する諸問題は、住民に身近なものが多いため、基礎自治体である市町村の果たす役
割は極めて重要であり、「消費者安全法」においても、消費者からの相談及びあっせん等の第一義
的対応は市町村で行うこととされています。
　このことを受けて県では、平成２７年４月までに整備された市町村の広域連携の中核となる市消
費生活センターの相談対応力強化のため、青森県消費生活センターに市町村アドバイザーを配置す
るほか、相談員の研修参加等の取組を支援していきます。
　また、県は広域自治体としての立場から、市町村が実施する消費生活に関する施策が円滑かつ効
果的に実施できるよう連携・協力していきます。

（３）関係機関・団体との連携強化
　社会経済情勢の変化に伴って、ますます複雑・多様化、悪質・巧妙化している消費者トラブルに的
確かつ迅速に対応し、消費者被害の未然防止や拡大防止、救済を行うためには、県弁護士会や県司
法書士会、警察などの関係機関・団体との連携強化を図り、消費者問題への対応力を高めていく必
要があります。
　このため、関係機関・団体等で構成する消費者トラブル防止ネットワーク会議を設置し、消費者被
害の未然防止や拡大防止、救済に向けた定期的な情報交換や検討を行うなど、関係機関・団体との
一層の連携強化を図っていきます。
　また、市町村と高齢者等の見守り活動を行う既存の団体等との連携を強化し、相談窓口の早期の
利用を促す取組を進めていきます。
　さらに、消費者教育の体系的かつ効果的な推進のためには、教育機関や関係団体等との緊密な
連携が必要不可欠であることから、互いに協力しながら情報共有や消費者教育推進に向けた取組
を推進していきます。

（４）消費者との連携・協力
　県民が消費生活を送る上で発生する様々な問題を解決するためには、県民自身が自立した消費者
として自主的な取組を進めることと併せて、消費生活に関する行政施策にその意見、要望等が反映
されていく必要があります。
　このため、消費者である県民が積極的に県政へ参画するための多様な機会を確保するとともに、
問題解決に向け、消費者、消費者団体と連携・協力していきます。

２  施策の推進方策
　本計画を効果的に推進するためには、県の取組だけでなく、市町村、関係機関・団体や、消費者、事業
者がそれぞれ果たすべき役割を担うとともに、相互に協力、協調を図って行く必要があります。
　また、同様の行政課題を抱える全国の自治体等との連携を図るとともに、必要に応じ、国に対して提
言等を行っていきます。

第４章 ／ 計画推進のための方策

　また、高齢者等、配慮を必要とする方の消費者被害の未然防止のためには、身近な人による見守
りが重要であることから、見守り等の活動への協力を呼びかけるなどの取組を推進していきます。

（５）事業者との連携・協力
　県民の消費生活の安定と向上を図るため、事業者には、消費者のニーズが多様化・個性化してい
る中で、消費者の意見や要望を的確にとらえて事業活動に反映させ、商品開発等につなげていくこ
とが求められています。
　このため、消費者の権利の確立と消費者の利益の増進につなげるため、事業者の自主的な取組や、
事業者が保有する情報の消費者への提供が促進されるよう、適切に連携・協力していきます。
　また、事業者の従業員やその家族も消費者であることを踏まえ、かつ、顧客である消費者の満足
度を高めるため、事業者における消費者教育の取組も促進されるよう、連携・協力を進めていきます。

（６）国・都道府県等との連携・協力
　消費生活に関する施策の中には、その目的を達成するために、法令の整備等国における対応が必
要なものがあることから、そのような事項については、他の都道府県等と連携し、国に対して要請を
行います。
　また、施策の推進等に当たって、情報の収集や広域的な対応が必要な場合には、関係する国の機
関や他の都道府県と連携・協力し、的確に対応します。
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１  計画の進行管理

計画推進のための方策第４章

　県は、本計画に基づいて、消費者の権利の確立と県民の消費生活の安定と向上、本県における消費者
教育の推進を図っていくため、その時々の社会経済状況等を加味しながら、計画に掲げられている施策
の方向を、より一層具体化するとともに、着実な進行管理を行っていきます。

（１）青森県消費生活審議会への現状及び施策の取組状況の報告
　本県における消費生活の現状と本計画に基づく施策全般の取組状況について、毎年度、青森県消
費生活審議会に報告し、その意見を聴きながら、次年度以降の施策への反映に努めます。

（２）青森県消費者行政連絡会議による庁内の施策調整
　庁内の消費者行政関係各課で構成する「青森県消費者行政連絡会議」を必要に応じて開催し、
本計画に基づく施策や、それ以外の消費生活に関する施策について総合的に調整していきます。

（３）青森県消費者教育推進地域協議会への現状及び施策の取組状況の報告
　全国や本県における消費者教育の現状と、本計画に基づく消費者教育推進に向けた施策の取組
状況について、毎年度、青森県消費者教育推進地域協議会に報告し、その意見を聴きながら、次年
度以降の施策への反映に努めます。

（４）青森県消費者教育連絡協議会による庁内の施策調整
　庁内の消費者教育推進関係各課で構成する「青森県消費者教育連絡協議会」を必要に応じて開
催し、本計画に基づく消費者教育推進に向けた施策や、それ以外の消費者教育に関する施策につい
て総合的に調整していきます。

（５）計画の見直し
　今後の社会経済環境の変化や国における消費者教育推進の動向の変化に応じて、青森県消費生
活審議会及び青森県消費者教育推進地域協議会の意見を聴きながら、適宜見直します。

（１）青森県消費生活センターの機能強化
　青森県消費生活センターは、県の消費者行政の中核として、引き続きその機能の一層の充実強化
に努めながら、社会経済環境の変化に伴う県民のニーズに応えていくため、消費生活相談、商品テ
スト、消費者教育・啓発、情報収集・提供等、適時、適切な事業を推進していきます。
　また、「消費者安全法」及び「消費者教育推進法」の趣旨を踏まえ、本県における「センター・オ
ブ・センターズ」として、市町村に対する技術的援助や広域的な見地を必要とする苦情相談、あっせ
ん等の処理を適切に行うため、消費生活相談員等の一層のレベルアップ等を図るとともに、消費者
教育の拠点の一つとして取組を推進するほか、その担い手支援等に取り組んでいきます。

（２）市町村の広域連携による相談体制の充実強化に向けた支援
　消費生活に関する諸問題は、住民に身近なものが多いため、基礎自治体である市町村の果たす役
割は極めて重要であり、「消費者安全法」においても、消費者からの相談及びあっせん等の第一義
的対応は市町村で行うこととされています。
　このことを受けて県では、平成２７年４月までに整備された市町村の広域連携の中核となる市消
費生活センターの相談対応力強化のため、青森県消費生活センターに市町村アドバイザーを配置す
るほか、相談員の研修参加等の取組を支援していきます。
　また、県は広域自治体としての立場から、市町村が実施する消費生活に関する施策が円滑かつ効
果的に実施できるよう連携・協力していきます。

（３）関係機関・団体との連携強化
　社会経済情勢の変化に伴って、ますます複雑・多様化、悪質・巧妙化している消費者トラブルに的
確かつ迅速に対応し、消費者被害の未然防止や拡大防止、救済を行うためには、県弁護士会や県司
法書士会、警察などの関係機関・団体との連携強化を図り、消費者問題への対応力を高めていく必
要があります。
　このため、関係機関・団体等で構成する消費者トラブル防止ネットワーク会議を設置し、消費者被
害の未然防止や拡大防止、救済に向けた定期的な情報交換や検討を行うなど、関係機関・団体との
一層の連携強化を図っていきます。
　また、市町村と高齢者等の見守り活動を行う既存の団体等との連携を強化し、相談窓口の早期の
利用を促す取組を進めていきます。
　さらに、消費者教育の体系的かつ効果的な推進のためには、教育機関や関係団体等との緊密な
連携が必要不可欠であることから、互いに協力しながら情報共有や消費者教育推進に向けた取組
を推進していきます。

（４）消費者との連携・協力
　県民が消費生活を送る上で発生する様々な問題を解決するためには、県民自身が自立した消費者
として自主的な取組を進めることと併せて、消費生活に関する行政施策にその意見、要望等が反映
されていく必要があります。
　このため、消費者である県民が積極的に県政へ参画するための多様な機会を確保するとともに、
問題解決に向け、消費者、消費者団体と連携・協力していきます。

２  施策の推進方策
　本計画を効果的に推進するためには、県の取組だけでなく、市町村、関係機関・団体や、消費者、事業
者がそれぞれ果たすべき役割を担うとともに、相互に協力、協調を図って行く必要があります。
　また、同様の行政課題を抱える全国の自治体等との連携を図るとともに、必要に応じ、国に対して提
言等を行っていきます。

第４章 ／ 計画推進のための方策

　また、高齢者等、配慮を必要とする方の消費者被害の未然防止のためには、身近な人による見守
りが重要であることから、見守り等の活動への協力を呼びかけるなどの取組を推進していきます。

（５）事業者との連携・協力
　県民の消費生活の安定と向上を図るため、事業者には、消費者のニーズが多様化・個性化してい
る中で、消費者の意見や要望を的確にとらえて事業活動に反映させ、商品開発等につなげていくこ
とが求められています。
　このため、消費者の権利の確立と消費者の利益の増進につなげるため、事業者の自主的な取組や、
事業者が保有する情報の消費者への提供が促進されるよう、適切に連携・協力していきます。
　また、事業者の従業員やその家族も消費者であることを踏まえ、かつ、顧客である消費者の満足
度を高めるため、事業者における消費者教育の取組も促進されるよう、連携・協力を進めていきます。

（６）国・都道府県等との連携・協力
　消費生活に関する施策の中には、その目的を達成するために、法令の整備等国における対応が必
要なものがあることから、そのような事項については、他の都道府県等と連携し、国に対して要請を
行います。
　また、施策の推進等に当たって、情報の収集や広域的な対応が必要な場合には、関係する国の機
関や他の都道府県と連携・協力し、的確に対応します。
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※消費生活相談窓口紹介ネットワークとは
　各市町村において既に構築されている高齢者等を見守る体制に参加している者や団体等（例えば、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、
包括支援センター、町内会、老人クラブ等の各団体）と連携し、当該団体の構成員が日頃の活動中に「消費生活に関する悩み等を聞いた」
「相談を受けた」際に、消費生活相談窓口（消費生活センター）の連絡先を紹介し、相談に結びつける仕組み。

（１）青森県消費生活センターの機能強化
　青森県消費生活センターは、県の消費者行政の中核として、引き続きその機能の一層の充実強化
に努めながら、社会経済環境の変化に伴う県民のニーズに応えていくため、消費生活相談、商品テ
スト、消費者教育・啓発、情報収集・提供等、適時、適切な事業を推進していきます。
　また、「消費者安全法」及び「消費者教育推進法」の趣旨を踏まえ、本県における「センター・オ
ブ・センターズ」として、市町村に対する技術的援助や広域的な見地を必要とする苦情相談、あっせ
ん等の処理を適切に行うため、消費生活相談員等の一層のレベルアップ等を図るとともに、消費者
教育の拠点の一つとして取組を推進するほか、その担い手支援等に取り組んでいきます。

（２）市町村の広域連携による相談体制の充実強化に向けた支援
　消費生活に関する諸問題は、住民に身近なものが多いため、基礎自治体である市町村の果たす役
割は極めて重要であり、「消費者安全法」においても、消費者からの相談及びあっせん等の第一義
的対応は市町村で行うこととされています。
　このことを受けて県では、平成２７年４月までに整備された市町村の広域連携の中核となる市消
費生活センターの相談対応力強化のため、青森県消費生活センターに市町村アドバイザーを配置す
るほか、相談員の研修参加等の取組を支援していきます。
　また、県は広域自治体としての立場から、市町村が実施する消費生活に関する施策が円滑かつ効
果的に実施できるよう連携・協力していきます。

（３）関係機関・団体との連携強化
　社会経済情勢の変化に伴って、ますます複雑・多様化、悪質・巧妙化している消費者トラブルに的
確かつ迅速に対応し、消費者被害の未然防止や拡大防止、救済を行うためには、県弁護士会や県司
法書士会、警察などの関係機関・団体との連携強化を図り、消費者問題への対応力を高めていく必
要があります。
　このため、関係機関・団体等で構成する消費者トラブル防止ネットワーク会議を設置し、消費者被
害の未然防止や拡大防止、救済に向けた定期的な情報交換や検討を行うなど、関係機関・団体との
一層の連携強化を図っていきます。
　また、市町村と高齢者等の見守り活動を行う既存の団体等との連携を強化し、相談窓口の早期の
利用を促す取組を進めていきます。
　さらに、消費者教育の体系的かつ効果的な推進のためには、教育機関や関係団体等との緊密な
連携が必要不可欠であることから、互いに協力しながら情報共有や消費者教育推進に向けた取組
を推進していきます。

（４）消費者との連携・協力
　県民が消費生活を送る上で発生する様々な問題を解決するためには、県民自身が自立した消費者
として自主的な取組を進めることと併せて、消費生活に関する行政施策にその意見、要望等が反映
されていく必要があります。
　このため、消費者である県民が積極的に県政へ参画するための多様な機会を確保するとともに、
問題解決に向け、消費者、消費者団体と連携・協力していきます。

　また、高齢者等、配慮を必要とする方の消費者被害の未然防止のためには、身近な人による見守
りが重要であることから、見守り等の活動への協力を呼びかけるなどの取組を推進していきます。

（５）事業者との連携・協力
　県民の消費生活の安定と向上を図るため、事業者には、消費者のニーズが多様化・個性化してい
る中で、消費者の意見や要望を的確にとらえて事業活動に反映させ、商品開発等につなげていくこ
とが求められています。
　このため、消費者の権利の確立と消費者の利益の増進につなげるため、事業者の自主的な取組や、
事業者が保有する情報の消費者への提供が促進されるよう、適切に連携・協力していきます。
　また、事業者の従業員やその家族も消費者であることを踏まえ、かつ、顧客である消費者の満足
度を高めるため、事業者における消費者教育の取組も促進されるよう、連携・協力を進めていきます。

（６）国・都道府県等との連携・協力
　消費生活に関する施策の中には、その目的を達成するために、法令の整備等国における対応が必
要なものがあることから、そのような事項については、他の都道府県等と連携し、国に対して要請を
行います。
　また、施策の推進等に当たって、情報の収集や広域的な対応が必要な場合には、関係する国の機
関や他の都道府県と連携・協力し、的確に対応します。

３  計画に関する評価指標

消費生活センター
及び消費者ホット
ラインの認知度

消費生活相談窓口
紹介ネットワーク※

構築市町村数

消費者啓発事業へ
の年間参加者数

消費生活センター
62.3％ 80.0％
ホットライン

22.5％ 80.0％

１市町村 40市町村

16,475人 20,000人

県民が気軽に消費生活相談を利用できるよう、
消費生活センターの存在と、消費者ホットライン
「188」について、多くの県民に認知されること
を目指します。

自立した消費者の育成等に向けて県や市町村、
各種団体等が実施する消費生活に関する各種啓
発事業について、多くの県民の参加を目指します。

高齢者等に消費生活相談窓口への早期の相談
を促すことにより、消費者被害の未然防止と迅
速かつ適切な被害回復につなげるため、全市町
村で消費生活相談窓口紹介ネットワークが構築
されることを目指します。

附 属 資 料

評価指標 指標内容 現状（H27） 目標（H33）

本県における消費生活相談の状況

青森県消費生活基本計画施策体系図

青森県消費生活基本計画関連施策

第３次青森県消費生活基本計画策定経緯

青森県消費生活審議会

（表１）県内の消費生活相談窓口における受付件数
（表２）契約当事者の年代別相談件数
（表３）商品・役務別の相談件数
（表４）販売形態別の相談件数

関係資料

消費生活相談窓口一覧

（１）消費者基本法　抄
（２）消費者安全法　抄
（３）消費者教育の推進に関する法律　抄
（４）参考　消費者教育の体系イメージマップ（消費者庁作成）

委員名簿（青森県消費者教育推進地域協議会委員を含む）

青森県消費者教育推進地域協議会設置要綱

青森県消費者行政連絡会議規程

青森県消費者教育連絡協議会設置要綱

青森県消費生活条例

１

2

3

4

5

10

11

6

7

8

9

附 属 資 料
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※消費生活相談窓口紹介ネットワークとは
　各市町村において既に構築されている高齢者等を見守る体制に参加している者や団体等（例えば、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、
包括支援センター、町内会、老人クラブ等の各団体）と連携し、当該団体の構成員が日頃の活動中に「消費生活に関する悩み等を聞いた」
「相談を受けた」際に、消費生活相談窓口（消費生活センター）の連絡先を紹介し、相談に結びつける仕組み。

（１）青森県消費生活センターの機能強化
　青森県消費生活センターは、県の消費者行政の中核として、引き続きその機能の一層の充実強化
に努めながら、社会経済環境の変化に伴う県民のニーズに応えていくため、消費生活相談、商品テ
スト、消費者教育・啓発、情報収集・提供等、適時、適切な事業を推進していきます。
　また、「消費者安全法」及び「消費者教育推進法」の趣旨を踏まえ、本県における「センター・オ
ブ・センターズ」として、市町村に対する技術的援助や広域的な見地を必要とする苦情相談、あっせ
ん等の処理を適切に行うため、消費生活相談員等の一層のレベルアップ等を図るとともに、消費者
教育の拠点の一つとして取組を推進するほか、その担い手支援等に取り組んでいきます。

（２）市町村の広域連携による相談体制の充実強化に向けた支援
　消費生活に関する諸問題は、住民に身近なものが多いため、基礎自治体である市町村の果たす役
割は極めて重要であり、「消費者安全法」においても、消費者からの相談及びあっせん等の第一義
的対応は市町村で行うこととされています。
　このことを受けて県では、平成２７年４月までに整備された市町村の広域連携の中核となる市消
費生活センターの相談対応力強化のため、青森県消費生活センターに市町村アドバイザーを配置す
るほか、相談員の研修参加等の取組を支援していきます。
　また、県は広域自治体としての立場から、市町村が実施する消費生活に関する施策が円滑かつ効
果的に実施できるよう連携・協力していきます。

（３）関係機関・団体との連携強化
　社会経済情勢の変化に伴って、ますます複雑・多様化、悪質・巧妙化している消費者トラブルに的
確かつ迅速に対応し、消費者被害の未然防止や拡大防止、救済を行うためには、県弁護士会や県司
法書士会、警察などの関係機関・団体との連携強化を図り、消費者問題への対応力を高めていく必
要があります。
　このため、関係機関・団体等で構成する消費者トラブル防止ネットワーク会議を設置し、消費者被
害の未然防止や拡大防止、救済に向けた定期的な情報交換や検討を行うなど、関係機関・団体との
一層の連携強化を図っていきます。
　また、市町村と高齢者等の見守り活動を行う既存の団体等との連携を強化し、相談窓口の早期の
利用を促す取組を進めていきます。
　さらに、消費者教育の体系的かつ効果的な推進のためには、教育機関や関係団体等との緊密な
連携が必要不可欠であることから、互いに協力しながら情報共有や消費者教育推進に向けた取組
を推進していきます。

（４）消費者との連携・協力
　県民が消費生活を送る上で発生する様々な問題を解決するためには、県民自身が自立した消費者
として自主的な取組を進めることと併せて、消費生活に関する行政施策にその意見、要望等が反映
されていく必要があります。
　このため、消費者である県民が積極的に県政へ参画するための多様な機会を確保するとともに、
問題解決に向け、消費者、消費者団体と連携・協力していきます。

　また、高齢者等、配慮を必要とする方の消費者被害の未然防止のためには、身近な人による見守
りが重要であることから、見守り等の活動への協力を呼びかけるなどの取組を推進していきます。

（５）事業者との連携・協力
　県民の消費生活の安定と向上を図るため、事業者には、消費者のニーズが多様化・個性化してい
る中で、消費者の意見や要望を的確にとらえて事業活動に反映させ、商品開発等につなげていくこ
とが求められています。
　このため、消費者の権利の確立と消費者の利益の増進につなげるため、事業者の自主的な取組や、
事業者が保有する情報の消費者への提供が促進されるよう、適切に連携・協力していきます。
　また、事業者の従業員やその家族も消費者であることを踏まえ、かつ、顧客である消費者の満足
度を高めるため、事業者における消費者教育の取組も促進されるよう、連携・協力を進めていきます。

（６）国・都道府県等との連携・協力
　消費生活に関する施策の中には、その目的を達成するために、法令の整備等国における対応が必
要なものがあることから、そのような事項については、他の都道府県等と連携し、国に対して要請を
行います。
　また、施策の推進等に当たって、情報の収集や広域的な対応が必要な場合には、関係する国の機
関や他の都道府県と連携・協力し、的確に対応します。

３  計画に関する評価指標

消費生活センター
及び消費者ホット
ラインの認知度

消費生活相談窓口
紹介ネットワーク※

構築市町村数

消費者啓発事業へ
の年間参加者数

消費生活センター
62.3％ 80.0％
ホットライン

22.5％ 80.0％

１市町村 40市町村

16,475人 20,000人

県民が気軽に消費生活相談を利用できるよう、
消費生活センターの存在と、消費者ホットライン
「188」について、多くの県民に認知されること
を目指します。

自立した消費者の育成等に向けて県や市町村、
各種団体等が実施する消費生活に関する各種啓
発事業について、多くの県民の参加を目指します。

高齢者等に消費生活相談窓口への早期の相談
を促すことにより、消費者被害の未然防止と迅
速かつ適切な被害回復につなげるため、全市町
村で消費生活相談窓口紹介ネットワークが構築
されることを目指します。
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評価指標 指標内容 現状（H27） 目標（H33）

本県における消費生活相談の状況

青森県消費生活基本計画施策体系図

青森県消費生活基本計画関連施策

第３次青森県消費生活基本計画策定経緯

青森県消費生活審議会

（表１）県内の消費生活相談窓口における受付件数
（表２）契約当事者の年代別相談件数
（表３）商品・役務別の相談件数
（表４）販売形態別の相談件数

関係資料

消費生活相談窓口一覧

（１）消費者基本法　抄
（２）消費者安全法　抄
（３）消費者教育の推進に関する法律　抄
（４）参考　消費者教育の体系イメージマップ（消費者庁作成）

委員名簿（青森県消費者教育推進地域協議会委員を含む）

青森県消費者教育推進地域協議会設置要綱

青森県消費者行政連絡会議規程

青森県消費者教育連絡協議会設置要綱

青森県消費生活条例

１

2

3

4

5

10

11

6

7

8

9

附 属 資 料
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本県における消費生活相談の状況１

（表１）県内の消費生活相談窓口における受付件数

16,090

13,133

2,957

△ 2,645

△ 14.1

15,310

12,902

2,408

△ 780

△ 4.8

16,265

13,612

2,653

955

6.2

12,765

9,984

2,781

△ 3,500

△ 21.5

11,448

8,929

2,519

△ 1,317

△ 10.3

9,417

7,594

1,823

△ 2,031

△ 17.7

8,777

7,253

1,524

△ 640

△ 6.8

9,405

7,786

1,619

628

7.2

8,827

7,468

1,359

△ 578

△ 6.1

8,942

7,687

1,255

115

1.3

H18年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

( 単位：件 )

受付件数

 苦情相談

 問合せ

増減

 率（%）

（表２）契約当事者の年代別相談件数 （単位：件（上段・件数）、％（下段・構成比））

（表３）商品・役務別の相談件数 （単位：件）

（表４）販売形態別の相談件数 （単位：件）

※訪問購入についてはＨ25年から集計を開始したもの

商
　品

役
　務
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455

2.8

2,232

13.9

3,236

20.1

2,701

16.8

2,791

17.3

1,710

10.6

1,618

10.1

1,347

8.4

16,090

100.0

465

3.0

2,196

14.3

3,137

20.5

2,756

18.0

2,619

17.1

1,635

10.7

1,403

9.2

1,099

7.2

15,310

100.0

334

2.0

1,726

10.6

2,862

17.6

2,726

16.8

2,955

18.2

2,523

15.5

2,048

12.6

1,091

6.7

16,265

100.0

360

2.8

1,388

10.9

2,232

17.5

2,295

18.0

2,296

18.0

1,795

14.0

1,580

12.4

819

6.4

12,765

100.0

319

2.8

1,059

9.3

1,964

17.2

2,022

17.6

2,011

17.5

1,747

15.3

1,522

13.3

804

7.0

11,448

100.0

330

3.5

865

9.2

1,509

16.0

1,619

17.2

1,417

15.1

1,461

15.5

1,535

16.3

681

7.2

9,417

100.0

263

3.0

770

8.8

1,225

14.0

1,427

16.3

1,421

16.2

1,365

15.5

1,686

19.2

620

7.0

8,777

100.0

314

3.3

742

7.9

1,097

11.7

1,468

15.6

1,355

14.4

1,533

16.3

2,128

22.6

768

8.2

9,405

100.0

324

3.7

711

8.1

1,078

12.2

1,477

16.7

1,370

15.5

1,452

16.4

1,800

20.4

615

7.0

8,827

100.0

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

243

2.7

743

8.3

1,085

12.1

1,454

16.3

1,411

15.8

1,527

17.1

1,868

20.9

611

6.8

8,942

100.0

H18年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

団体・行政等
（その他）

合計

H27

2,304
421
461
84

432
304
870
252
328

18
5,474

86
495
267
166
28

150
4,526
1,904

52
305
309
294
173
206

8,961
1,655

1,353
398
371
65

294
277
994
221
241
15

4,229
60

476
223
127

6
63

5,091
2,250

56
379
457
292
188
265

9,933
1,148

1,154
372
322

2,639
205
198
647
247
238

18
6,040

66
507
235
153

9
53

4,268
2,050

51
357
508
398
208
292

9,155
1,070

888
443
369
294
188
208
589
264
271

17
3,531

62
541
265
138

6
45

3,900
1,817

34
296
337
352
131
259

8,183
1,051

429
410
297
203
235
185
547
238
237

21
2,802

63
491
235
114

9
39

3,531
1,796

46
234
465
436

72
225

7,756
890

421
397
386

69
232
221
532
236
195
26

2,715
49

456
237
131
12
26

2,022
1,974

26
207
297
482

39
146

6,104
598

393
649
210
75

253
165
492
219
212
41

2,709
41

430
252
114

6
21

1,603
2,014

30
220
285
402

32
84

5,534
534

684
835
236
103
338
243
533
231
209
40

3,452
53

442
275
132

4
27

1,352
1,950

29
209
314
483

32
86

5,388
565

640
431
238
80

299
195
429
228
190
33

2,763
46

390
241
127

7
91

1,227
2,348

30
155
364
441
23

112
5,602

462

商品一般
食料品
住居品
光熱水費
被服品
保健衛生品
教養娯楽品
車両・乗り物
土地・建物・設備
他の商品
小　計
クリーニング
レンタル・リース・貸借
工事・建築・加工
修理・補修
管理・保管
役務一般
金融・保険サービス
運輸・通信サービス
教育サービス
教養・娯楽サービス
保健・福祉サービス
他の役務
内職・副業・相場
他の行政サービス
小　計
　　他の相談 

577
421
254
80

274
168
438
256
168
20

2,656
57

320
211
122

3
57

1,038
2,862

21
127
371
389

25
204

5,807
479

H18区　分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

4,941
5,867
1,065
3,442

209
890

58
－　
203

5,282

5,745
5,468

867
3,167

540
721
45
－　
128

4,097

7,489
4,796

785
2,925

285
626
52
－　
123

3,980

5,481
3,961

776
2,239

163
645

50
－　

88
3,323

4,888
3,837

687
2,231

95
727

31
－　

66
2,723

3,373
4,071

796
2,375

77
749
18
－　

56
1,973

2,775
4,200

529
2,346

61
1,032

161
－　

71
1,802

2,685
4,651

684
2,344

74
1,235

231
31
52

2,069

2,502
4,528

583
2,547

62
1,172

79
35
50

1,797

店舗購入 
店舗購入以外（特殊販売） 
 訪問販売
 通信販売
 マルチ商法
 電話勧誘販売
 ネガティブ・オプション
 訪問購入
 その他無店舗販売
不明・無関係 

2,305
4,792

493
2,792

53
1,177

103
118
56

1,845

H18区　分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
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本県における消費生活相談の状況１

（表１）県内の消費生活相談窓口における受付件数

16,090

13,133

2,957

△ 2,645

△ 14.1

15,310

12,902

2,408

△ 780

△ 4.8

16,265

13,612

2,653

955

6.2

12,765

9,984

2,781

△ 3,500

△ 21.5

11,448

8,929

2,519

△ 1,317

△ 10.3

9,417

7,594

1,823

△ 2,031

△ 17.7

8,777

7,253

1,524

△ 640

△ 6.8

9,405

7,786

1,619

628

7.2

8,827

7,468

1,359

△ 578

△ 6.1

8,942

7,687

1,255

115

1.3

H18年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

( 単位：件 )

受付件数

 苦情相談

 問合せ

増減

 率（%）

（表２）契約当事者の年代別相談件数 （単位：件（上段・件数）、％（下段・構成比））

（表３）商品・役務別の相談件数 （単位：件）

（表４）販売形態別の相談件数 （単位：件）

※訪問購入についてはＨ25年から集計を開始したもの

商
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役
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455

2.8

2,232

13.9

3,236

20.1

2,701

16.8

2,791

17.3

1,710

10.6

1,618

10.1

1,347

8.4

16,090

100.0

465

3.0

2,196

14.3

3,137

20.5

2,756

18.0

2,619

17.1

1,635

10.7

1,403

9.2

1,099

7.2

15,310

100.0

334

2.0

1,726

10.6

2,862

17.6

2,726

16.8

2,955

18.2

2,523

15.5

2,048

12.6

1,091

6.7

16,265

100.0

360

2.8

1,388

10.9

2,232

17.5

2,295

18.0

2,296

18.0

1,795

14.0

1,580

12.4

819

6.4

12,765

100.0

319

2.8

1,059

9.3

1,964

17.2

2,022

17.6

2,011

17.5

1,747

15.3

1,522

13.3

804

7.0

11,448

100.0

330

3.5

865

9.2

1,509

16.0

1,619

17.2

1,417

15.1

1,461

15.5

1,535

16.3

681

7.2

9,417

100.0

263

3.0
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8.8

1,225

14.0

1,427

16.3

1,421

16.2

1,365

15.5

1,686

19.2
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7.0

8,777

100.0

314

3.3

742

7.9

1,097

11.7

1,468

15.6

1,355

14.4

1,533

16.3

2,128

22.6
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8.2

9,405

100.0

324

3.7

711

8.1

1,078

12.2

1,477

16.7

1,370

15.5

1,452

16.4

1,800

20.4

615

7.0

8,827

100.0

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数

構成比

件数
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件数

構成比
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構成比

243

2.7

743

8.3

1,085

12.1

1,454

16.3

1,411

15.8

1,527

17.1

1,868

20.9

611

6.8

8,942

100.0

H18年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

団体・行政等
（その他）

合計

H27

2,304
421
461
84

432
304
870
252
328

18
5,474

86
495
267
166
28

150
4,526
1,904

52
305
309
294
173
206

8,961
1,655

1,353
398
371
65

294
277
994
221
241
15

4,229
60

476
223
127

6
63

5,091
2,250

56
379
457
292
188
265

9,933
1,148

1,154
372
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2,639
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247
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18
6,040

66
507
235
153

9
53

4,268
2,050

51
357
508
398
208
292

9,155
1,070

888
443
369
294
188
208
589
264
271

17
3,531

62
541
265
138

6
45

3,900
1,817

34
296
337
352
131
259

8,183
1,051

429
410
297
203
235
185
547
238
237

21
2,802

63
491
235
114

9
39

3,531
1,796

46
234
465
436

72
225

7,756
890

421
397
386

69
232
221
532
236
195
26

2,715
49

456
237
131
12
26

2,022
1,974

26
207
297
482

39
146

6,104
598

393
649
210
75

253
165
492
219
212
41

2,709
41

430
252
114

6
21

1,603
2,014

30
220
285
402

32
84

5,534
534

684
835
236
103
338
243
533
231
209
40

3,452
53

442
275
132

4
27

1,352
1,950

29
209
314
483

32
86

5,388
565

640
431
238
80

299
195
429
228
190
33

2,763
46

390
241
127

7
91

1,227
2,348

30
155
364
441
23

112
5,602

462

商品一般
食料品
住居品
光熱水費
被服品
保健衛生品
教養娯楽品
車両・乗り物
土地・建物・設備
他の商品
小　計
クリーニング
レンタル・リース・貸借
工事・建築・加工
修理・補修
管理・保管
役務一般
金融・保険サービス
運輸・通信サービス
教育サービス
教養・娯楽サービス
保健・福祉サービス
他の役務
内職・副業・相場
他の行政サービス
小　計
　　他の相談 

577
421
254
80

274
168
438
256
168
20

2,656
57

320
211
122

3
57

1,038
2,862

21
127
371
389

25
204

5,807
479

H18区　分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

4,941
5,867
1,065
3,442

209
890

58
－　
203

5,282

5,745
5,468

867
3,167

540
721
45
－　
128

4,097

7,489
4,796

785
2,925

285
626
52
－　
123

3,980

5,481
3,961

776
2,239

163
645

50
－　

88
3,323

4,888
3,837

687
2,231

95
727

31
－　

66
2,723

3,373
4,071

796
2,375

77
749
18
－　

56
1,973

2,775
4,200

529
2,346

61
1,032

161
－　

71
1,802

2,685
4,651

684
2,344

74
1,235

231
31
52

2,069

2,502
4,528

583
2,547

62
1,172

79
35
50

1,797

店舗購入 
店舗購入以外（特殊販売） 
 訪問販売
 通信販売
 マルチ商法
 電話勧誘販売
 ネガティブ・オプション
 訪問購入
 その他無店舗販売
不明・無関係 

2,305
4,792

493
2,792

53
1,177

103
118
56

1,845

H18区　分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策体系図

青森県消費生活基本計画関連施策体系図２

（１）安全で安心な消費生活の確保

（２）公平・公正な消費生活環境の確保

（３）消費者被害の未然防止と救済

（４）生活関連物資の安定供給

大項目 中項目 施策の方向

商品・サービスの安全性確保

■１ 消費生活用製品の危害防止に係る調査等
■２ 電気用品販売事業者への立入検査等
■３ ガス用品販売事業者への立入検査等
■４ 液化石油ガス販売事業者への立入検査等
■５ 建築物等の安全対策
■６ 住宅の品質確保の促進
■７ 医薬品等販売施設の監視指導
■８ 家庭用品の試買検査
■９ 生活衛生施設の監視指導

■10 食品関係営業施設等の監視指導
■11 食品・食品添加物試験検査
■12 食中毒防止対策
■13 食の安全・安心確保に向けた対策の推進
■14 農薬安全使用等総合推進事業
■15 米トレーサビリティ法に基づく米穀等の流通適正化
■16 食糧法に基づく米穀の適正流通の監視業務
■17 県産農林水産物の放射性物質モニタリング調査
■18 環境放射線対策の推進
■19 食品表示法に基づく食品表示の適正化
■20 食品表示法及び食品衛生法に基づく食品表示の監視指導
■21 食品表示法及び健康増進法に基づく食品表示の適正化

■27 ゴルフ場等に係る会員契約の適正化の推進
■28 貸金業者の指導監督
■29 旅行業者の指導監督
■30 建設工事紛争審査会の運営
■31 宅地建物取引業者の指導監督等
■32 住宅の保険や保証制度の活用
■33 割賦販売事業者の指導監督
■34 温泉の適正利用の確保
■35 商品量目立入検査
■36 介護保険事業計画の策定と実施

■44 消費生活相談の実施
■45 消費生活センターの機能強化
■46 消費生活相談員等の資質向上
■47 事例検討会の開催
■48 商品テストの実施
■49 苦情処理委員会の運営
■50 多重債務者対策の推進

■23 不当景品類、不当表示の防止
■24 家庭用品の品質表示に係る調査
■25 製造物責任法に関する適正化の推進
■26 県産材の需要拡大と地産地消の推進

■51 弁護士等の専門家との連携
■52 消費者トラブル防止ネットワーク会議の開催
■53 国民生活センター等との連携
■54 住宅リフォーム相談の実施
■55 生活と健康をつなぐ法律相談の実施

■37 判断能力が十分ではない高齢者や
 障害者等を対象とした消費者啓発の実施
■38 障害者 110 番運営事業

■40 消費生活に関する情報の提供
■41 全国消費生活情報ネットワークシステムの活用

■42 特定商取引適正化の推進
■43 不当な取引行為に対する調査指導

■57 生活関連物資の価格調査等
■58 市場対策費

■39 消費生活相談窓口紹介ネットワークへの支援

■56 消費生活相談窓口紹介ネットワークへの支援（再掲）

■59 物価情報の提供

■60 緊急時における生活物資等の確保

■22 消費者事故等の情報提供

食品の安全性確保

消費者事故等への的確な対応

生活関連物資の安定供給

物価情報の提供

緊急時対策の推進

商品・サービスの表示や
規格等の適正化

取引における
適正な事業活動の促進

取引上不利な立場に
立ちやすい者への支援

地域における
見守り活動の充実・強化

効果的な啓発活動の展開と
迅速かつ的確な情報提供

悪質な事業者に対する
監視・指導の強化

消費生活苦情相談体制の
充実・強化

地域における見守り活動の
充実・強化（再掲）

専門家や
裁判外紛争解決機関等との連携

１ 

安
全
で
安
心
で
き
る
暮
ら
し

施　　　策
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策体系図

青森県消費生活基本計画関連施策体系図２

（１）安全で安心な消費生活の確保

（２）公平・公正な消費生活環境の確保

（３）消費者被害の未然防止と救済

（４）生活関連物資の安定供給

大項目 中項目 施策の方向

商品・サービスの安全性確保

■１ 消費生活用製品の危害防止に係る調査等
■２ 電気用品販売事業者への立入検査等
■３ ガス用品販売事業者への立入検査等
■４ 液化石油ガス販売事業者への立入検査等
■５ 建築物等の安全対策
■６ 住宅の品質確保の促進
■７ 医薬品等販売施設の監視指導
■８ 家庭用品の試買検査
■９ 生活衛生施設の監視指導

■10 食品関係営業施設等の監視指導
■11 食品・食品添加物試験検査
■12 食中毒防止対策
■13 食の安全・安心確保に向けた対策の推進
■14 農薬安全使用等総合推進事業
■15 米トレーサビリティ法に基づく米穀等の流通適正化
■16 食糧法に基づく米穀の適正流通の監視業務
■17 県産農林水産物の放射性物質モニタリング調査
■18 環境放射線対策の推進
■19 食品表示法に基づく食品表示の適正化
■20 食品表示法及び食品衛生法に基づく食品表示の監視指導
■21 食品表示法及び健康増進法に基づく食品表示の適正化

■27 ゴルフ場等に係る会員契約の適正化の推進
■28 貸金業者の指導監督
■29 旅行業者の指導監督
■30 建設工事紛争審査会の運営
■31 宅地建物取引業者の指導監督等
■32 住宅の保険や保証制度の活用
■33 割賦販売事業者の指導監督
■34 温泉の適正利用の確保
■35 商品量目立入検査
■36 介護保険事業計画の策定と実施

■44 消費生活相談の実施
■45 消費生活センターの機能強化
■46 消費生活相談員等の資質向上
■47 事例検討会の開催
■48 商品テストの実施
■49 苦情処理委員会の運営
■50 多重債務者対策の推進

■23 不当景品類、不当表示の防止
■24 家庭用品の品質表示に係る調査
■25 製造物責任法に関する適正化の推進
■26 県産材の需要拡大と地産地消の推進

■51 弁護士等の専門家との連携
■52 消費者トラブル防止ネットワーク会議の開催
■53 国民生活センター等との連携
■54 住宅リフォーム相談の実施
■55 生活と健康をつなぐ法律相談の実施

■37 判断能力が十分ではない高齢者や
 障害者等を対象とした消費者啓発の実施
■38 障害者 110 番運営事業

■40 消費生活に関する情報の提供
■41 全国消費生活情報ネットワークシステムの活用

■42 特定商取引適正化の推進
■43 不当な取引行為に対する調査指導

■57 生活関連物資の価格調査等
■58 市場対策費

■39 消費生活相談窓口紹介ネットワークへの支援

■56 消費生活相談窓口紹介ネットワークへの支援（再掲）

■59 物価情報の提供

■60 緊急時における生活物資等の確保

■22 消費者事故等の情報提供

食品の安全性確保

消費者事故等への的確な対応

生活関連物資の安定供給

物価情報の提供

緊急時対策の推進

商品・サービスの表示や
規格等の適正化

取引における
適正な事業活動の促進

取引上不利な立場に
立ちやすい者への支援

地域における
見守り活動の充実・強化

効果的な啓発活動の展開と
迅速かつ的確な情報提供

悪質な事業者に対する
監視・指導の強化

消費生活苦情相談体制の
充実・強化

地域における見守り活動の
充実・強化（再掲）

専門家や
裁判外紛争解決機関等との連携
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安
全
で
安
心
で
き
る
暮
ら
し

施　　　策
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策体系図

（１）消費者教育の推進

（２）消費者への情報提供の充実

（３）消費者のネットワーク構築

（４）消費者の組織活動の促進

（１）消費者に対する
　　環境教育等の推進

（２）環境に負荷の少ない
消費行動の推進

大項目 中項目 施策の方向

ライフステージや場の特性に応じた
消費者教育の推進

■61 様々な年齢層・場における消費者教育の推進
■62 学校における消費者教育の推進
■63 職域における消費者教育の推進

■64 教員向けセミナー開催による学校における
 消費者教育推進に向けた人材育成
■65 職域での消費者教育推進に向けた情報発信力の強化

■71 消費生活情報誌の発行
■72 啓発資料の作成・配布
■73 食品衛生知識の普及
■74 地価安定啓発普及に関する事業
■75 WAMNET による介護保険指定事業者の情報提供
■76 指定障害福祉サービス事業者の情報提供
■77 すまいアップアドバイザーの派遣
■78 社会経済白書の作成
■79 県政情報の提供

■69 消費生活に関する情報の提供（再掲）
■70 全国消費生活情報ネットワークシステムの活用（再掲）

■92 もったいない・あおもり県民運動の推進
■93 環境にやさしい農業の拡大

■68 生活設計相談・金融教育の普及

消費者教育推進に向けた
人材（担い手）育成

消費者の自主的学習の場の提供

環境情報の提供と環境活動の
ネットワークづくりの促進

食育の推進

環境に負荷の少ない商品・
サービスの選択の推進

低炭素型のライフスタイルの促進

食品ロス削減等、ごみ減量や
リサイクルなど３Ｒの取組推進

資源循環型のライフスタイルの促進

金融教育等関連する教育との連携の
推進と環境整備

効果的な啓発活動の展開と
迅速かつ的確な情報提供（再掲）

情報収集・提供機能の充実

消費者が参加しやすい
ネットワークの構築

消費者問題に関する
自主的活動への支援

消費者団体の育成・指導

消費者団体の交流・連携の推進

環境教育・学習の推進

消費者問題に関する
自主的活動への支援（再掲）

２ 

消
費
者
の
自
立

３ 

環
境
等
に
配
慮
し
た
消
費
生
活

■80 消費生活ホームページでの情報提供

■81 学習広場の提供

■86 学習広場の提供（再掲）

■87 環境教育・学習の機会の充実

■91 省エネ商品等の情報提供

■88 ホームページの運営
■89 環境活動のネットワークづくりの推進

■83 消費者団体の交流・連携の推進
■84 ＮＰＯ活動の支援
■85 消費生活ホームページでの情報提供（再掲）

■94 もったいない・あおもり県民運動の推進（再掲）
■95 資源ごみの分別回収の促進
■96 農業用使用済プラスチック適正処理の推進
■97 稲わらの有効利用の促進及び焼却防止

■66 消費生活サポーター研修会の開催
■67 展示事業の実施

■98 マイバック持参等の推進
■99 青森県リサイクル製品認定制度の運用

■82 消費生活協同組合の育成・指導

■90 食育の推進

施　　　策



24

附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策体系図

（１）消費者教育の推進

（２）消費者への情報提供の充実

（３）消費者のネットワーク構築

（４）消費者の組織活動の促進

（１）消費者に対する
　　環境教育等の推進

（２）環境に負荷の少ない
消費行動の推進

大項目 中項目 施策の方向

ライフステージや場の特性に応じた
消費者教育の推進

■61 様々な年齢層・場における消費者教育の推進
■62 学校における消費者教育の推進
■63 職域における消費者教育の推進

■64 教員向けセミナー開催による学校における
 消費者教育推進に向けた人材育成
■65 職域での消費者教育推進に向けた情報発信力の強化

■71 消費生活情報誌の発行
■72 啓発資料の作成・配布
■73 食品衛生知識の普及
■74 地価安定啓発普及に関する事業
■75 WAMNET による介護保険指定事業者の情報提供
■76 指定障害福祉サービス事業者の情報提供
■77 すまいアップアドバイザーの派遣
■78 社会経済白書の作成
■79 県政情報の提供

■69 消費生活に関する情報の提供（再掲）
■70 全国消費生活情報ネットワークシステムの活用（再掲）

■92 もったいない・あおもり県民運動の推進
■93 環境にやさしい農業の拡大

■68 生活設計相談・金融教育の普及

消費者教育推進に向けた
人材（担い手）育成

消費者の自主的学習の場の提供

環境情報の提供と環境活動の
ネットワークづくりの促進

食育の推進

環境に負荷の少ない商品・
サービスの選択の推進

低炭素型のライフスタイルの促進

食品ロス削減等、ごみ減量や
リサイクルなど３Ｒの取組推進

資源循環型のライフスタイルの促進

金融教育等関連する教育との連携の
推進と環境整備

効果的な啓発活動の展開と
迅速かつ的確な情報提供（再掲）

情報収集・提供機能の充実

消費者が参加しやすい
ネットワークの構築

消費者問題に関する
自主的活動への支援

消費者団体の育成・指導

消費者団体の交流・連携の推進

環境教育・学習の推進

消費者問題に関する
自主的活動への支援（再掲）

２ 

消
費
者
の
自
立

３ 

環
境
等
に
配
慮
し
た
消
費
生
活

■80 消費生活ホームページでの情報提供

■81 学習広場の提供

■86 学習広場の提供（再掲）

■87 環境教育・学習の機会の充実

■91 省エネ商品等の情報提供

■88 ホームページの運営
■89 環境活動のネットワークづくりの推進

■83 消費者団体の交流・連携の推進
■84 ＮＰＯ活動の支援
■85 消費生活ホームページでの情報提供（再掲）

■94 もったいない・あおもり県民運動の推進（再掲）
■95 資源ごみの分別回収の促進
■96 農業用使用済プラスチック適正処理の推進
■97 稲わらの有効利用の促進及び焼却防止

■66 消費生活サポーター研修会の開催
■67 展示事業の実施

■98 マイバック持参等の推進
■99 青森県リサイクル製品認定制度の運用

■82 消費生活協同組合の育成・指導

■90 食育の推進

施　　　策
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青森県消費生活基本計画関連施策３

附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

商品・サー
ビスの安
全性確保

１
消費生活用製品の
危害防止に係る調
査等

消費生活用製品安全法に基づき、特定製品に係る技術基
準適合マークの表示義務や特定保守製品に係る表示義務・
説明義務等に関して、販売事業者に対する調査等を実施
し、消費者の生命・身体に対する危害の防止を図る。

県民生活文化課

２ 電気用品販売事業
者への立入検査等

電気用品安全法に基づき、電気用品販売事業者に対し、立
入検査等を行い、電気用品による事故の未然防止を図る。 消防保安課

３ ガス用品販売事業
者への立入検査等

ガス事業法に基づき、同法で指定されたガス用品につい
て、販売事業者への立入検査等を実施するなどにより、
事故の未然防止を図る。

消防保安課

４
液化石油ガス販売
事業者への立入検
査等

液化石油ガス（ＬＰガス）販売事業者に対し、必要に応
じて立入検査等を実施し、液化石油ガスによる災害を防
止するとともに取引の適正を確保する。

消防保安課

５ 建築物等の安全対
策

市町村が実施する耐震診断や耐震改修の事業を支援し、昭
和 56 年以前に建築された木造住宅の耐震化を促進する。 建築住宅課

6 住宅の品質確保の
促進

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき、住宅性
能表示基準による性能比較の情報提供や優遇措置による
性能向上の誘導等により品質確保の促進を図る。

建築住宅課

7 医薬品等販売施設
の監視指導

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等
に関する法律に基づき、医薬品や医薬部外品、化粧品、
医療機器の品質、安全性、有効性の確保のため、薬局等
の監視指導を行う。

医療薬務課

8 家庭用品の試買検
査

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づ
き、一般に流通している対象家庭用品の試買検査を実施
し、県民の健康被害の発生を未然に防止する。

保健衛生課

9 生活衛生施設の監
視指導

生活衛生営業施設（理容所、美容所、クリーニング、公
衆浴場、旅館・ホテル、興行場）について、衛生基準の
維持確保のため、監視指導を行う。

保健衛生課

食品の安
全性確保

10 食品関係営業施設
等の監視指導

食品衛生法に基づき、食品関係営業施設等の立入調査を
実施し、食品の衛生的な取扱いや施設設備の衛生管理等
について、監視指導を行う。

保健衛生課

11 食品・食品添加物
試験検査

食品衛生法に基づき、県内で製造、流通、販売されてい
る食品について、食品添加物や残留農薬等の検査を実施
し、安全な食品の流通・販売を確保する。

保健衛生課

12 食中毒防止対策

食中毒等の健康被害が発生した場合、直ちに調査を実施
し、発生原因の究明に努めるとともに、施設の改善指示
や営業停止等の必要な措置を講じ、被害の拡大防止及び
再発防止を図る。

保健衛生課

１  安全で安心できる暮らし
（１）安全で安心な消費生活の確保
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青森県消費生活基本計画関連施策３

附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

商品・サー
ビスの表示
や規格等の
適正化

23 不当景品類、不当
表示の防止

不当景品類及び不当表示防止法に基づき、法令違反の疑
いのある又は違法な景品の提供や表示を行った事業者に
対しては、行政処分や行政指導を行う。

県民生活文化課

24 家庭用品の品質表
示に係る調査

家庭用品品質表示法に基づき、同法で定める家庭用品の品
質に関する表示事項等について、販売店等の調査を実施し、
監視指導を行う。

県民生活文化課

25 製造物責任法に関
する適正化の推進

製造物責任法（ＰＬ法）の円滑な施行を図るため、法の周
知及び情報提供を行う。 県民生活文化課

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

⻝品の安
全性確保

13
食の安全・安心確
保に向けた対策の
推進

食の安全性や信頼の確保に向け、対策本部会議を設置し
関係団体と連携した総合的な対策を推進する。

食の安全・
安心推進課

14 農薬安全使用等総
合推進事業

農薬の適正使用を進め、安全で安心な農産物の生産を推進
する。

食の安全・
安心推進課

15
米 ト レ ー サ ビ リ
ティ法に基づく米
穀等の流通適正化

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関
する法律（米トレーサビリティ法）に基づき、米穀等の適
正流通、適正表示の普及を図り、米穀等の適正な流通を推
進する。

食の安全・
安心推進課

16
食糧法に基づく米
穀の適正流通の監
視業務

食糧法に基づき、対象米穀事業者に対する周知や立入検
査等を実施し、用途限定米穀（飼料用米、米粉用米等）
及び食用不適米穀の適正流通を確保する。

農産園芸課

17
県産農林水産物の
放射性物質モニタ
リング調査

県産農林水産物の安全性や消費者等の信頼を確保するた
め、放射性物質の測定を実施する。

食の安全・
安心推進課

畜産課
林政課

18 環境放射線対策の
推進

県内原子力施設からの影響を把握するため、県内の農産
物・畜産物・水産物などの環境試料中の放射能について
調査し、結果を公表する。

原子力安全
対策課

19
食品表示法に基づ
く食品表示の適正
化

食品表示法に基づく食品の品質事項（原産地・原材料名等）
に関する表示基準の周知徹底を図り、食品表示の適正化
を推進する。

食の安全・
安心推進課

20

食品表示法及び
食品衛生法に基づ
く食品表示の監視
指導

食品表示法及び食品衛生法に基づき、アレルギー物質、
食品添加物、期限の設定等の食品表示について監視指導
を行う。

保健衛生課

21
食品表示法及び健
康増進法に基づく
食品表示の適正化

食品表示法及び健康増進法に基づく食品の表示制度の周
知を図り、健康被害を未然に防ぐために「著しく事実に
相違する」又は「著しく誤認させるようにする」食品の
表示（広告）について、適正化の推進にむけた助言・指
導を行う。

がん・生活習
慣病対策課

消費者事故
等への的確

な対応
22 消費者事故等の情

報提供

消費者安全法に基づき、消費者事故等の情報を消費者庁
に速やかに伝達するとともに、県民に対して適時に情報
提供を行う。

県民生活文化課
消費生活センター

（２）公平・公正な消費生活環境の確保
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

商品・サー
ビスの表示
や規格等の
適正化

26 県産材の需要拡大
と地産地消の推進

平成２７年４月の県産ＬＶＬ工場の操業を契機として、
木造建築におけるＬＶＬ製品の利用を促進するなど県産
材の需要拡大を図るとともに、消費者の地産地消に対す
る意識を高める普及啓発を実施する。

林政課

取引にお
ける適正
な事業活
動の促進

27
ゴルフ場等に係る
会員契約の適正化
の推進

ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律に基づ
き、不当事業者に対する立入検査等を行う。 県民生活文化課

28 貸金業者の指導監
督

貸金業法に基づき、貸金業者の業務運営の適正化と、資
金需要者の利益の保護を図るため、貸金業者に対する指
導監督を行う。

商工政策課

29 旅行業者の指導監
督

旅行業法に基づき、旅行業等を営む者の業務運営の適正
化と、旅行業務に関する取引の公正の維持、旅行の安全
の確保及び旅行者の利便の増進を図るため、旅行業者に
対する指導監督を行う。

観光企画課

30 建設工事紛争審査
会の運営

建設工事の請負契約に関する紛争について、簡易な手続
きにより迅速かつ専門的な解決を図るため、建設業法に
基づいて設置されている青森県建設工事紛争審査会を運
営する。

監理課

31 宅地建物取引業者
の指導監督等

宅地建物取引業法に基づき、宅地建物取引の公正を確保
するため、当該事業者の指導監督を行う。 建築住宅課

32 住宅の保険や保証
制度の活用

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律に基
づく住宅瑕疵担保責任保険等の加入や業者倒産などによ
り、工事が中断した場合に発注者の負担を最小限に抑え
る住宅完成保証制度の活用を促進し、建主等の利益を保
護し適正かつ確実な住宅供給を図る。

建築住宅課

33 割賦販売事業者の
指導監督

割賦販売法に基づき、割賦販売等に係る取引について、
信販会社の加盟店調査義務違反又は不適正な与信契約が
ないよう指導監督を行う。

商工政策課

34 温泉の適正利用の
確保

温泉利用施設への立入調査・指導を通じて、温泉成分等
の適正な掲示など温泉の適正利用を確保する。 自然保護課

35 商品量目立入検査 計量法に基づき、食料品を販売している店舗で商品の内
容量の検査を行い、適正な計量の実施を確保する。 商工政策課

36 介護保険事業計画
の策定と実施

介護保険給付等対象サービスの量等を定め、介護保険事
業に係る円滑な実施を図る。 高齢福祉保険課

取引上不利
な立場に
立ちやすい
者への支援

37

判断能力が十分では
ない高齢者や障害者
等を対象とした消費
者啓発の実施

判断能力が十分ではない高齢者や障害者等の地域生活に
おける安全・安心を確保するための消費者啓発事業を実
施する。

消費生活
センター

38 障害者 110 番運
営事業

障害者の日常生活全般に係る相談に対応するため常設窓
口の設置運営を行う。 障害福祉課

地域におけ
る見守り活
動の充実・
強化

39
消費生活相談窓口
紹介ネットワーク
への支援

高齢者など、取引上不利な立場に立ちやすい消費者の被害
の未然防止等に向け、地域における見守りの仕組みとして
市町村が構築する消費生活相談窓口紹介ネットワークの活
動を支援する。

県民生活文化課
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

効果的な啓
発活動の展
開と迅速か
つ的確な情
報提供

40 消費生活に関する
情報の提供

ホームページや広報誌、パンフレット等を活用し、適
時的確な情報提供を行うとともに、必要に応じ、テレビ・
ラジオの情報番組やＣＭ、新聞広告制作等による効果
的な啓発活動を展開する。

県民生活文化課
消費生活
センター

41
全国消費生活情報
ネットワークシス
テムの活用

国民生活センターと回線で結ばれている全国消費生活
情報ネットワークシステム（PIO-NET）を活用し、消
費者被害の未然防止、救済を図る。

消費生活
センター

悪質な事業
者に対する
監視・指導
の強化

42 特定商取引適正化
の推進

特定商取引に関する法律に基づき、訪問販売、連鎖販
売取引、特定継続的役務提供、業務提供誘引販売取引
等の取引において、悪質な事業者に対しては、立入検
査等を行い、行政処分や行政指導を行う。

県民生活文化課

43 不当な取引行為に
対する調査指導

条例に基づき、事業者の不当取引行為の情報を把握し、
当該事業者に対する監視・指導を行う。 県民生活文化課

消費生活苦
情相談体制
の充実・強
化

44 消費生活相談の実
施

消費生活センターにおいて、事業者等に対する県民か
らの消費生活に関する相談に対応し、問題解決のため
相談員による専門的助言等を行う。

消費生活
センター

45 消費生活センター
の機能強化

消費生活センターの周知を図るとともに、業務に必要
な機材・事務用機器、執務参考図書等を整備し、消費
生活センターの機能強化を図る。

県民生活文化課

46 消費生活相談員等
の資質向上

消費生活相談員等のレベルアップを図るための研修へ
の参加を支援する。 県民生活文化課

47 事例検討会の開催 弁護士を講師に、月１回県・市町村消費者行政担当職
員と共に相談事例の検討会を開催する。

消費生活
センター

48 商品テストの実施
商品の品質、安全などを確認するため、商品テストを
実施し、消費者の利益の擁護及び消費生活の安全の確
保に努める。

消費生活
センター

49 苦情処理委員会の
運営

県民生活に著しく影響を及ぼし、またはそのおそれの
ある消費者と事業者との紛争を公正かつ迅速に解決す
るため、苦情処理委員会を設置し、その活用を図る。

県民生活文化課

50 多重債務者対策の
推進

関係機関・団体と連携し、多重債務問題に係る相談体制
の強化とセーフティネット貸付の充実・強化を図る。 県民生活文化課

（３）消費者被害の未然防止と救済
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

専門家や裁
判外紛争解
決機関等と
の連携

51 弁護士等の専門家
との連携

弁護士、一級建築士等の専門的知識を有する者と連携し、
高度で専門的な消費生活相談への対応力を強化する。

消費生活
センター

52
消費者トラブル防
止ネットワーク会
議の開催

県弁護士会、県司法書士会などの関係機関・団体等と連
携し、消費者被害の未然防止と救済のための情報交換や
検討会を開催する。

消費生活
センター

53 国民生活センター
等との連携

必要に応じて、国民生活センターの紛争解決委員会によ
るＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）や金融ＡＤＲ制度など
適切な機関を紹介する。

消費生活
センター

54 住宅リフォーム相
談の実施

市町村及び地域県民局に設置している住宅リフォーム
相談窓口で常時相談を受付け、必要に応じて住まいる
ダイヤル（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援セン
ター）等の専門家相談や見積チェック制度の紹介等に
より相談体制の充実を図る。

建築住宅課

55 生活と健康をつな
ぐ法律相談の実施

自殺防止対策として、多重債務や遺産相続等の県民が抱
えている法律的な問題の解決に向け、弁護士や司法書士
による無料法律相談を実施する。

障害福祉課

地域におけ
る見守り活
動の充実・
強化（再掲）

56
消費生活相談窓口
紹介ネットワーク
への支援（再掲）

高齢者など、取引上不利な立場に立ちやすい消費者の
被害の未然防止等に向け、地域における見守りの仕組
みとして市町村が構築する消費生活相談窓口紹介ネッ
トワークの活動を支援する。

県民生活文化課

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

生活関連物
資の安定供
給

57 生活関連物資の価
格調査等

生活関連物資の価格の安定のため、生活関連物資の便
乗値上げ等に関する相談を受け付け、必要に応じて価
格調査等を行うとともに、不適正な事業活動の是正に
努める。

県民生活文化課
消費生活
センター

58 市場対策費 生鮮食料品の安定的供給を確保するため、卸売市場の適
正かつ健全な運営を維持する。 総合販売戦略課

物価情報の
提供 59 物価情報の提供 消費者の関心が高い灯油やガソリン、生活関連物資の価

格を調査し、その結果を公表する。

県民生活文化課
消費生活
センター

緊急時対策
の推進 60 緊急時における生

活物資等の確保

災害等の緊急時においては、関係部局が連携し、関係
機関とも協力・連携して、食料や燃料、医薬品など生
活に密接な物資の確保と安定供給に努める。

防災危機管理課
健康福祉政策課

（４）生活関連物資の安定供給
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

ライフス
テージや場
の特性に応
じた消費者
教育の推進

61
様々な年齢層・場
における消費者教
育の推進

消費者講座（センターでの随時の講座開催、各種団体
へ出向いての講義）や消費生活大学講座（消費者問題
への系統的学習会）を実施し、消費者に対する有用な
情報や教育機会を提供する。

消費生活
センター

62 学校における消費
者教育の推進

学校における消費者教育を推進するため、高等学校及
び大学におけるモデル授業の実施などにより、効果的
な手法の検討を行う。

県民生活文化課

63 職域における消費
者教育の推進

職域における消費者教育推進のため、従業員研修等へ
の消費者教育導入を働きかける。 県民生活文化課

消費者教育
推進に向け
た人材（担
い手）育成

64

教員向けセミナー
開催による学校に
おける消費者教育
推進に向けた人材
育成

学校における消費者教育の担い手となる教員に向けた
セミナーを開催し、モデル授業の実践により得られた
成果等を還元し、資質向上を図る。

県民生活文化課

65
職域での消費者教
育推進に向けた情
報発信力の強化

様々な場における消費者教育推進のため、担い手の発
掘、教育の場づくり等を行う。 県民生活文化課

消費者の自
主的学習の
場の提供

66 消 費 生 活 サ ポ ー
ター研修会の開催

県内の消費者被害の実態を踏まえ、県内各地において
研修会を開催し、消費生活センターと地域住民をつな
ぐパイプ役として各地域で活躍できる消費生活サポー
ターを育成する。

消費生活
センター

67 展示事業の実施

県民福祉プラザ２階に消費生活に関する情報コーナー
として、情報検索、ビデオライブラリー、図書閲覧、
展示などのコーナーを設け、消費者への情報提供の充
実を図るとともに、パネルやビデオの貸し出しを行う。

消費生活
センター

金融教育等関
連する教育と
の連携の推進
と環境整備

68 生活設計相談・
金融教育の普及

青森県金融広報委員会等と連携し、生活設計相談への
対応や金銭教育の普及に努める。 県民生活文化課

２  消費者の自立
（１）消費者教育の推進
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

効果的な
啓発活動
の展開と
迅速かつ
的確な情
報提供

（再掲）

69 消費生活に関する
情報の提供（再掲）

ホームページや広報誌、パンフレット等を活用し、適時
的確な情報提供を行うとともに、必要に応じ、テレビ・
ラジオの情報番組やＣＭ、新聞広告制作等による効果的
な啓発活動を展開する。

県民生活文化課
消費生活
センター

70
全国消費生活情報
ネットワークシス
テムの活用（再掲）

国民生活センターと回線で結ばれている全国消費生活情
報ネットワークシステム（PIO-NET）を活用し、消費者
被害の未然防止、救済を図る。

消費生活
センター

情報収集・
提供機能
の充実

71 消費生活情報誌の
発行

消費者トラブルの未然防止のための啓発や消費者関係法
令等の改正その他消費生活に関する情報を掲載した消費
生活情報誌「消費者情報あおもり」を発行する。

消費生活
センター

72 啓発資料の作成・
配布

高齢者・若者向けの悪質商法防止対策リーフレット等を
適宜作成し、配布する。

消費生活 
センター

73 食品衛生知識の普
及

食品衛生に関する知識について、情報媒体を活用した効果
的な情報提供を行う。 保健衛生課

74 地価安定啓発普及
に関する事業

地価に関する県民の関心を高め、適正な地価の形成に寄与
するため、地価調査を行い、県ホームページにより、その
結果を公表する。

監理課

75
WAMNET による
介護保険指定事業
者の情報提供

（独法）福祉医療機構が構築する WAMNET により、県が
指定した介護保険サービス提供事業者に関する情報を提
供する。

高齢福祉保険課

76
指定障害福祉サー
ビス事業者の情報
提供

県庁ホームページにより、県が指定した障害福祉サービス
提供事業者に関する情報を提供する。 障害福祉課

77 すまいアップアド
バイザーの派遣

青森県住宅リフォーム推進協議会は、相談者の要望に応
じて住宅の状況、耐震性、家族構成などに応じた具体的
なリフォームや適切な維持管理について、経験豊かな建
築士や増改築相談員の資格を持つリフォームの専門家（す
まいアップアドバイザー）を派遣する等により、良好な
住宅ストックの形成に寄与する適切な情報提供を図る。

建築住宅課

78 社会経済白書の作
成

本県の社会・経済の現状と課題及び展望をまとめた「青
森県社会経済白書」を発行する。 統計分析課

79 県政情報の提供

○毎戸配布紙「県民だよりあおもり」
○新聞紙掲載「広報あおもりけん」
○テレビ広報／ＲＡＢ「ＬＩＮＫ／青森県」「大好き、青

森県。」、 ＡＴＶ「みんなの県庁！」、 ＡＢＡ「メッセージ」
○ラジオ広報／ＲＡＢ「県広報タイム」、 ＦＭ青森「あお

もり・ふぁん」「申吾のほっとチャンネル」
○インターネット広報／県ホームページ、ツイッター
「AomoriPref」、「Aomorist」、Facebook「青森県広報
広聴課」、あおもり映像素材ライブラリ運営、Youtube
ほか各種ＳＮＳによる「青森きらりイッピン」

○コンビニ等から県政情報の発信

広報広聴課

（２）消費者への情報提供の充実
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附属資料／青森県消費生活基本計画関連施策

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

消費者が参加
しやすいネッ
トワークの構
築

80
消 費 生 活 ホ ー ム
ページでの情報提
供

消費者のネットワーク構築を推進するため、ホーム
ページ上において活動に資する情報の提供を行う。

消費生活
センター

消費者問題に
関する自主的
活動への支援

81 学習広場の提供 消費者同士が自由に情報を交換し、学習できる場所と
して、学習広場を提供する。

消費生活
センター

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

消費者団体の
育成・指導 82 消費生活協同組合

の育成・指導

消費生活協同組合の健全な発展を図るため、消費生活
協同組合法に基づく検査等を通じて組合の育成・指導
を行う。

県民生活文化課

消費者団体の
交流・連携の
推進

83 消 費 者 団 体 の 交
流・連携の推進

地域において活動する消費者団体相互の交流・連携を
推進し、消費者団体が行う啓発活動を支援する。

消費生活
センター

84 ＮＰＯ活動の支援 消費者問題等に取り組むＮＰＯに対し、必要な情報提
供等を行うなど活動を支援する。 県民生活文化課

85
消 費 生 活 ホ ー ム
ページでの情報提
供（再掲）

消費者団体相互の交流・連携を支援するため、ホーム
ページ上において各団体等が実施する講座・行事等の
情報提供を行う。

消費生活
センター

消費者問題に
関する自主的
活動への支援

（再掲）

86 学 習 広 場 の 提 供
（再掲）

消費者同士が自由に情報を交換し、学習できる場所と
して、学習広場を提供する。

消費生活
センター

（３）消費者のネットワーク構築

（４）消費者の組織活動の促進
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年 月 日 検討事項等について

附属資料／第３次青森県消費生活基本計画策定経緯

第３次青森県消費生活基本計画策定経緯４

平成２７年度
  平成２８年 ３月２７日 庁内各課に対する計画に係る消費者行政関連事業・施策の照会

平成２８年度
  平成２８年 １０月１８日 改定原案決定

 １０月３１日 平成28年度第１回青森県消費生活審議会及び青森県消費者教育推
  進地域協議会合同会議の開催
  　改定原案を提示し、意見交換
  　合同会議の意見を踏まえ、改定原案を一部修正

 １１月 ４日 青森県消費者行政連絡会議構成課、青森県消費者教育連絡協議会 
  庁内構成課及び関係各課に対する意見照会
  　改定原案及び消費者行政関連事業・施策に関する意見照会
  　提出された意見を踏まえ、改定原案を一部修正

 １１月１４日 改定案決定

 １１月２１日 パブリック・コメント実施（意見募集期間：１２月２０日まで）

  平成２９年 １月１３日 青森県消費者行政連絡会議及び青森県消費者教育連絡協議会での
  意見調整
  　最終改定案決定

 １月２４日 平成28年度第２回青森県消費生活審議会及び青森県消費者教育推
  進地域協議会合同会議の開催
  　青森県消費生活基本計画（第３次）案について審議会に諮問
  　答申内容について合同会議で取りまとめ
  　青森県消費生活基本計画（第３次）案について審議会から答申

 １月２７日 計画改定

附属資料／青森県消費生活基本計画（第３次）策定経緯

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

環境教育・ 
学習の推進 87 環境教育・学習の

機会の充実
環境について考え、環境配慮の取組を実践できる消費
者育成のため、環境教育・学習の機会の充実を図る。

環境政策課
環境保全課

環境情報の提
供と環境活動
のネットワー
クづくりの促
進

88 ホームページの運
営

環境に関する情報を体系的に収集・整備し、県ホーム
ページにより情報発信を行う。

環境政策課
環境保全課

89
環境活動のネット
ワークづくりの推
進

環境ＮＰＯや行政、事業者等が参加する情報交換会な
どを開催するなどして、環境保全に関するネットワー
クづくりを推進する。

環境政策課
環境保全課

食育の推進 90 食育の推進
食育基本法に基づき、食に関する知識と食を選択する
力を習得し、健全な食生活を実践できる人を育てるた
め、体験活動の充実や情報提供等を行う。

食の安全・
安心推進課

項目 番号 施　策 内　　容 担当課

環境に負荷の
少ない商品・
サービスの選
択の推進

91 省エネ商品等の情
報提供

省エネ家電製品や高効率給湯器、省エネ住宅、次世代
自動車など、家庭生活において省資源・省エネルギー
化に資する製品やサービスに関する情報を総合的に提
供する。

環境政策課

低炭素型のラ
イフスタイル
の促進

92
もったいない・あ
おもり県民運動の
推進

「もったいない・あおもり県民運動」を展開し、県民総
参加による省エネルギー、エコドライブ等地球温暖化
防止に向けた取組を推進する。

環境政策課

93 環境にやさしい農
業の拡大

有機農業、県特別栽培農産物、エコファーマー等土づく
りを行い、化学肥料、化学合成農薬の使用を控えた、環
境に負荷の少ない農業による農産物の生産拡大を図る。

食の安全・
安心推進課

食品ロス削減
等、ごみ減量
やリサイクル
など３Ｒの取
組推進

94
もったいない・あ
おもり県民運動の
推進（再掲）

「もったいない・あおもり県民運動」を展開し、県民総
参加によるごみ減量やリサイクルなど３Ｒ（リデュー
ス（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再
生利用）の３つ）の取組を推進する。また、家庭から
出る生ごみの水切りの徹底や食品ロス削減のための取
組を推進する。

環境政策課

95 資源ごみの分別回
収の促進

市町村と連携しながら家庭から出る紙類、衣類などの
資源ごみ回収を促進する。 環境政策課

96
農業用使用済プラ
スチック適正処理
の推進

各市町村の適正処理推進協議会等が実施する啓発活動
等を支援し、農業者が排出する農業用使用済プラスチッ
クの適正処理の徹底を図る。

食の安全・
安心推進課

97
稲わらの有効利用
の促進及び焼却防
止

稲わらの有効利用の促進と焼却防止を強化することに
より、各地域が自主自立したわら焼きがゼロとなる「稲
わらの有効利用システム」を構築する。

食の安全・
安心推進課

資源循環型の
ライフスタイ
ルの促進

98 マイバック持参等
の推進

小売事業者等と協力し、マイバック持参の呼びかけと
レジ袋無料配布取り止め、簡易包装の実施等の取組を
推進する。

環境政策課

99 青森県リサイクル製
品認定制度の運用

青森県認定リサイクル製品の購入・使用を推奨し、資
源の循環的利用と廃棄物の減量化を推進する。 環境政策課

３  環境等に配慮した消費生活
（１）消費者に対する環境教育等の推進

（２）環境に負荷の少ない消費行動の推進
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年 月 日 検討事項等について

附属資料／第３次青森県消費生活基本計画策定経緯

第３次青森県消費生活基本計画策定経緯４

平成２７年度
  平成２８年 ３月２７日 庁内各課に対する計画に係る消費者行政関連事業・施策の照会

平成２８年度
  平成２８年 １０月１８日 改定原案決定

 １０月３１日 平成28年度第１回青森県消費生活審議会及び青森県消費者教育推
  進地域協議会合同会議の開催
  　改定原案を提示し、意見交換
  　合同会議の意見を踏まえ、改定原案を一部修正

 １１月 ４日 青森県消費者行政連絡会議構成課、青森県消費者教育連絡協議会 
  庁内構成課及び関係各課に対する意見照会
  　改定原案及び消費者行政関連事業・施策に関する意見照会
  　提出された意見を踏まえ、改定原案を一部修正

 １１月１４日 改定案決定

 １１月２１日 パブリック・コメント実施（意見募集期間：１２月２０日まで）

  平成２９年 １月１３日 青森県消費者行政連絡会議及び青森県消費者教育連絡協議会での
  意見調整
  　最終改定案決定

 １月２４日 平成28年度第２回青森県消費生活審議会及び青森県消費者教育推
  進地域協議会合同会議の開催
  　青森県消費生活基本計画（第３次）案について審議会に諮問
  　答申内容について合同会議で取りまとめ
  　青森県消費生活基本計画（第３次）案について審議会から答申

 １月２７日 計画改定

附属資料／青森県消費生活基本計画（第３次）策定経緯
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区　分 氏　　名 備　考役　　　職

区　分 氏　　名 備　考役　　　職

鎌　田　敦　子 青森県生活協同組合連合会常務理事 ○
清　野　優美子 青森県生活研究グループ連絡協議会会長　 
大　澤　　斈　 十和田市消費者の会副会長　 
沼　田　桃　子 青森県消費者協会理事　 ○
大　西　晶　子 公　募（自営業）　 
田　村　　桜　 公　募（主婦） 

馬　場　良　夫 青森県中小企業団体中央会専務理事 
田　中　幹　志 青森県石油商業組合副理事長　 ○
小　出　政　明 青森県漁業協同組合連合会専務理事 
塩　崎　か　つ 青森県商工会女性部連合会副会長　 ○
徳　差　裕一郎 全国農業協同組合連合会青森県本部副本部長 H28.10.20～
元　木　篤　子 青森商工会議所女性会会長 

小田切　　達　 弁護士 ○副会長
大　沢　　泉　 八戸学院大学ビジネス学部長教授 
吉　田　圭　子 消費生活アドバイザー 
櫛　田　　豊　 青森大学経営学部教授 ○会　長
長谷河　亜希子 弘前大学人文社会科学部准教授 ○

笹　　　浩一郎 青森県立弘前実業高等学校校長
奥　島　義　光 青森市立北中学校校長　
郡　司　暢　久 青森県金融広報委員会常任幹事

附属資料／要綱・規程・条例

青森県消費生活審議会５

消費者代表

６名

６名

5名
計１７名

３名

事業者代表

学識経験者

学校教育関係者

金融教育関係者

（任期：平成２８年２月１日～平成３０年１月３１日）
○印は苦情処理委員会委員

（任期：平成２８年２月１日～平成３０年１月３１日）

委員名簿（青森県消費者教育推進地域協議会委員を含む）

２  青森県消費者教育推進地域協議会委員

１  青森県消費生活審議会委員・青森県消費者教育推進地域協議会委員（兼任）

青森県消費者教育推進地域協議会設置要綱6 青森県消費者行政連絡会議規程7
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区　分 氏　　名 備　考役　　　職

区　分 氏　　名 備　考役　　　職

鎌　田　敦　子 青森県生活協同組合連合会常務理事 ○
清　野　優美子 青森県生活研究グループ連絡協議会会長　 
大　澤　　斈　 十和田市消費者の会副会長　 
沼　田　桃　子 青森県消費者協会理事　 ○
大　西　晶　子 公　募（自営業）　 
田　村　　桜　 公　募（主婦） 

馬　場　良　夫 青森県中小企業団体中央会専務理事 
田　中　幹　志 青森県石油商業組合副理事長　 ○
小　出　政　明 青森県漁業協同組合連合会専務理事 
塩　崎　か　つ 青森県商工会女性部連合会副会長　 ○
徳　差　裕一郎 全国農業協同組合連合会青森県本部副本部長 H28.10.20～
元　木　篤　子 青森商工会議所女性会会長 

小田切　　達　 弁護士 ○副会長
大　沢　　泉　 八戸学院大学ビジネス学部長教授 
吉　田　圭　子 消費生活アドバイザー 
櫛　田　　豊　 青森大学経営学部教授 ○会　長
長谷河　亜希子 弘前大学人文社会科学部准教授 ○

笹　　　浩一郎 青森県立弘前実業高等学校校長
奥　島　義　光 青森市立北中学校校長　
郡　司　暢　久 青森県金融広報委員会常任幹事

附属資料／要綱・規程・条例

青森県消費生活審議会５

消費者代表

６名

６名

5名
計１７名

３名

事業者代表

学識経験者

学校教育関係者

金融教育関係者

（任期：平成２８年２月１日～平成３０年１月３１日）
○印は苦情処理委員会委員

（任期：平成２８年２月１日～平成３０年１月３１日）

委員名簿（青森県消費者教育推進地域協議会委員を含む）

２  青森県消費者教育推進地域協議会委員

１  青森県消費生活審議会委員・青森県消費者教育推進地域協議会委員（兼任）

青森県消費者教育推進地域協議会設置要綱6 青森県消費者行政連絡会議規程7

　（目的） 
第１　青森県における消費者教育を総合的、体系的かつ効果的に推進す

るため、青森県消費者教育推進地域協議会（以下「地域協議会」とい
う。）を設置する。

　（所掌事務）
第２　地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。 

（１） 県内における消費者教育の推進に関して、地域協議会の構成員
相互の情報の交換及び調整を行うこと。

（２） 青森県消費者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べ
ること。

（３） その他、消費者教育を推進するために必要と認められること。
　（構成） 
第３　地域協議会は、次に掲げる者のうちから青森県環境生活部長（以

下「部長」という。）が委嘱する委員をもって構成する。
（１） 青森県消費生活審議会（以下「審議会」という。）の委員
（２） 学校教育関係者
（３） 金融教育関係者

　（任期）
第４　委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。
　（会長）
第５　地域協議会に会長を置き、審議会の会長がこれを兼ねるものとす

る。
　（会議） 
第６　地域協議会の会議は必要に応じて部長が招集する。
２　会長は、地域協議会の会議の議長となる。
３　会議の議決は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。
４　会長が必要と認めるときは、委員以外の者に出席を求めることがで

きる。
　（事務局）
第７　地域協議会に事務局を置き、青森県環境生活部県民生活文化課の

職員をもって充てる。
２　事務局は、地域協議会の運営等に関する事務を処理する。
　（その他） 
第８　この要綱に定めるもののほか、地域協議会の運営に関して必要な

事項は、部長が別に定める。 
　　　附　則 
１　この要綱は、平成 27 年２月１日から施行する。 
２　設置の際の委員の任期は、平成 28 年１月 31 日までとする。

昭和 53年９月５日
青森県訓令甲第 24号

庁中一般
各出先機関

　青森県消費者行政連絡会議規程を次のように定める。
　青森県消費者行政連絡会議規程
　　( 設置 )
第１条　県民の消費生活の安定及び向上に関する県行政の各分野におけ

る施策の円滑な遂行を図るため、青森県消費者行政連絡会議 ( 以下「連
絡会議」という。) を設置する。

　　( 所掌事務 )
第２条　連絡会議の所掌事務は、次のとおりとする。

（１） 県民の消費生活の安定及び向上に関する施策案の検討に関する
こと。

（２） 各部局における県民の消費生活の安定及び向上に関する施策の
連絡調整に関すること。

（３） その他県民の消費生活の安定及び向上に関する県行政の各分野
における施策の円滑な遂行を図るため必要な事項についての協議
に関すること。

　　( 組織 )
第３条　連絡会議は、議長、副議長及び委員をもつて組織する。
２　議長は、環境生活部長をもつて充てる。
３　副議長は、県民生活文化課担当の環境生活部次長をもつて充てる。
４　委員は、別表に掲げる職にある職員をもつて充てる。
５　教育委員会事務局生涯学習課長は、連絡会議に出席できるものとす

る。
　　( 議長及び副議長の職務 )
第４条　議長は、会議を総理する。
２　副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるときは、その職務を代

理し、議長が欠けたときは、その職務を行う。
　　( 会議の招集 )
第５条　連絡会議は、議長が必要に応じて随時招集する。
　　( 関係職員の出席等 )
第６条　議長は、必要に応じて委員以外の関係職員の出席を求めてその

意見を徴することができる。
　　( 幹事会 )
第７条　連絡会議に幹事をもつて組織する幹事会を置く。
２　幹事は、各委員の指名する職員をもつて充てる。
３　幹事会は、連絡会議に付議すべき事項について事前に審議するほか、

連絡会議の所掌事務のうち議長が軽易と認めて指定したものを処理す
る。

４　県民生活文化課長は、幹事会を必要に応じて随時招集し、その議長
となる。

５　前条の規定は、幹事会について準用する。
　　( 連絡会議の庶務 )
第８条　連絡会議の庶務は、県民生活文化課において処理する。
　　( その他 )
第９条　この規程に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事

項は、連絡会議の議長が定める。
別表 ( 第３条関係 )

県民生活文化課長、環境政策課長、自然保護課長、健康福祉政策課長、
がん・生活習慣病対策課長、医療薬務課長、保健衛生課長、商工政策
課長、農林水産政策課長、総合販売戦略課長、食の安全・安心推進課長、
農産園芸課長、畜産課長、林政課長、水産振興課長、監理課長、建築
住宅課長、消防保安課長、観光企画課長 
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附属資料／要綱・規程・条例

青森県消費者教育連絡協議会設置要綱8 青森県消費生活条例9

　　（目的）
第１　青森県における消費者教育に関する行政機関等の連絡調整及び協

議を行うため、青森県消費者教育連絡協議会（以下「協議会」という。）
を設置する。

　　（所掌事務）
第２　協議会は、次に掲げる事務を行う。

（１） 消費者教育推進のための情報交換に関すること。
（２） 消費者教育の関係機関連携に関すること。
（３） その他消費者教育に関すること。

　　（構成）
第３　協議会は、次の機関の長が推薦した職員をもって構成する。

（１） 青森県総務部総務学事課
（２） 青森県環境生活部県民生活文化課
（３） 青森県消費生活センター
（４） 青森県教育庁学校教育課
（５） 青森県教育庁生涯学習課
（６） 青森県金融広報委員会

　　（協議会の開催）
第４　協議会は、必要に応じて随時開催する。
２　協議会は、必要に応じて、関係者を出席させることができる。

　　（協議会の庶務）
第５　協議会の庶務は、青森県環境生活部県民生活文化課において処理

する。

前文
　かつて、この地には、日々の生活に必要なものを、自分たちの手で獲
得していた豊饒な縄文の時代がありました。
　現代の社会では、私たち県民は、毎日の生活を送るうえで必要不可欠
な衣食住を始め様々なサービスに至るまで、事業者からの供給に依存し
て生活しています。すべての県民は消費者です。
　20世紀後半の高度経済成長は、我が県にも大量生産・大量販売そし
て大量消費の高度消費社会をもたらし、私たちは、消費生活において物
質的な「豊かさ」や「便利さ」・「快適さ」を享受してきました。しかし、
その一方では、県民の安全や利益を損なう様々な問題も発生してきてい
ます。また、私たち一人一人の行動が地球環境に大きな影響を与えてい
ることから、私たち自身の生活様式が問われるようになってきました。
　青森県においても、国際化、情報化、高齢化などの進展に伴って県民
の消費生活を巡る問題も複雑化、多様化そして広範化してきています。
　そのような中にあって、次の世代に思いをはせるとき、私たちは、県
民の一人一人が健康で、安全かつ快適な生活を送ることができるような
社会の実現を目指していかなければなりません。
　そのためには、すべての県民がこの地で安心して生活できるよう社会
環境の整備を図るとともに、私たち自身も主体的に行動していくことが
望まれます。
　このような認識の下に、消費者の権利を確立して県民の消費生活の安
定と向上を図り、より豊かで潤いのある住みよい青森県を創造するため、
この条例を制定します。

第１章　総則
　（目的）
第１条　この条例は、県民の消費生活に関する県及び事業者の果たすべ

き責務並びに消費者の果たすべき役割を明らかにするとともに、県民
の消費生活に関する施策について必要な事項を定めることにより、県
民の消費生活の安定及び向上を図ることを目的とする。

　（基本理念）
第２条　この条例の目的を達成するに当たっては、県、事業者及び消費

者の相互の信頼を基調とし、次に掲げる消費者の権利の確立を図るこ
とを基本とするものとする。
（１） 消費生活において、商品又は役務により、生命、身体及び財産

が侵されない権利
（２） 消費生活において、商品又は役務について、適切に選択するた

め、適正な表示を行わせる権利
（３） 消費生活において、商品又は役務の取引について、不当な方法

から保護され、及び不当な条件を強制されない権利
（４） 消費生活において、商品若しくは役務又はこれらの取引行為に

より不当に受けた被害から、公正かつ速やかに救済される権利
（５） 消費生活において、商品若しくは役務又はこれらの取引行為に

ついて必要な情報を速やかに提供される権利
（６） 消費生活において、必要な知識及び判断力を習得し、主体的に

行動するため、消費生活に関する教育を受け、及び学習の機会を
提供される権利

（７） 消費生活において、意見が適切に反映される権利
　（県の責務）
第３条　県は、消費生活に関する総合的かつ広域的な施策を策定し、及

びこれを実施するものとする。
　（市町村の責務）
第４条　削除
　（事業者の責務）
第５条　事業者は、事業活動を行うに当たって、県が実施する消費生活

に関する施策に協力するよう努め、並びにその供給する商品及び役務
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附属資料／要綱・規程・条例

青森県消費者教育連絡協議会設置要綱8 青森県消費生活条例9 について、危害の防止、品質その他の内容の向上、適正な表示の実施、
公正な取引の確保、正確な情報の提供等必要な措置を講ずるとともに、
価格の安定及び流通の円滑化に努めなければならない。

２　事業者は、その供給する商品及び役務並びにこれらの取引行為につ
いて、消費者からの苦情を適切かつ迅速に処理し、及び消費者の意見
を反映させるよう努めるとともに、これらに必要な体制の整備に努め
なければならない。

　（消費者の役割）
第６条　消費者は、県が実施する消費生活に関する施策に協力するよう

努めるとともに、自ら進んで消費生活に関する必要な知識を習得し、
及び主体的に行動するよう努めることによって、消費生活の安定及び
向上に積極的な役割を果たすものとする。

　（環境への配慮）
第７条　県は、消費生活に関する施策の策定及び実施に当たって、消費

生活が環境に及ぼす影響について配慮するものとする。
２　事業者は、事業活動を行うに当たって、その供給する商品及び役務

が消費生活により環境に及ぼす影響について配慮するよう努めなけれ
ばならない。

３　消費者は、その消費生活が環境に及ぼす影響に配慮して消費生活を
営むよう努めなければならない。

　（基本計画）
第８条　知事は、消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、その施策に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）
を定めなければならない。

２　基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。
（１） 消費生活に関する施策の大綱に関する事項
（２） 消費生活に関する施策の実施についての総合調整に関する事項
（３） 消費生活に関する苦情及び相談を適切かつ迅速に処理するため

に必要な体制の整備に関する事項
（４） その他消費生活に関する施策の推進に関する重要な事項

３　知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、青森県消
費生活審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。

４　知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
ばならない。

５　前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

第２章　危害の防止、規格等の適正化、不当な取引行為等
　（危害に関する調査）
第９条　知事は、商品又は役務が消費者の生命、身体又は財産に危害を

及ぼす疑いがあると認めるときは、速やかに、当該商品又は役務につ
いて必要な調査を行わなければならない。

２　知事は、前項の調査のため必要があると認めるときは、当該商品又
は役務を供給する事業者に対し、当該商品又は役務についてその安全
性を明らかにするよう求めることができる。

　（危害の防止の措置）
第 10 条　知事は、商品又は役務が消費者の生命、身体又は財産に危害

を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認める場合において、当該危害
を防止するため必要があると認めるときは、法令に特別の定めがある
場合を除き、当該商品又は役務を供給する事業者に対し、書面により、
当該商品又は役務の供給の中止、当該商品の回収その他消費者の生命、
身体又は財産に対する危害を防止するために必要な措置を講ずるよう
勧告することができる。

２　知事は、消費者の生命、身体又は財産に対する危害を防止するため
必要があると認めるときは、前条の規定による調査の概要又は前項の
規定による勧告の内容を公表することができる。

　（重大危害に関する公表）
第 11 条　知事は、商品又は役務が消費者の生命又は身体に重大な危害

を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認める場合において、当該危害
を防止するため必要があると認めるときは、法令に特別の定めがある

場合を除き、直ちに、次に掲げる事項を公表しなければならない。
（１） 当該商品又は役務の名称
（２） 当該商品又は役務を供給する事業者の氏名又は名称及び住所
（３） 当該危害の内容
（４） その他当該危害を防止するために必要な事項

　（規格の適正化）
第 12 条　知事は、商品又は役務について品質その他の内容の向上及び

消費生活の合理化を図るため必要があると認めるときは、法令に特別
の定めがある場合を除き、事業者に対し、その供給する商品又は役務
について適正な規格を整備するために必要な助言及び指導を行うこと
ができる。

　（表示の適正化）
第 13 条　知事は、商品の使用又は役務の利用により消費者の生命、身

体又は財産に対する危害が発生するおそれがあると認めるときは、法
令に特別の定めがある場合を除き、事業者に対し、その供給する商品
又は役務について当該危害の発生を防止するための使用又は利用の方
法等に関して適正な表示をするために必要な助言及び指導を行うこと
ができる。

２　前項に規定するもののほか、知事は、消費者が商品の購入若しくは
使用又は役務の利用に際しその選択等を誤ることがないようにするた
め必要があると認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、
事業者に対し、その供給する商品又は役務について品質、機能、価格、
量目その他の事項の適正な表示をするために必要な助言及び指導を行
うことができる。

　（容器及び包装の適正化）
第 14 条　知事は、消費者が商品の購入に際しその内容、量目等を誤認

することがないようにするため必要があると認めるときは、法令に特
別の定めがある場合を除き、事業者に対し、その供給する商品の容器
及び包装を適正化するために必要な助言及び指導を行うことができる。

　（商品等の規格・基準の設定）
第 15 条　知事は、商品又は役務について品質その他の内容の向上、消

費者の合理的な選択の確保その他消費生活の安定及び向上を図るため
必要があると認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、商
品又は役務について、事業者が遵守すべき規格並びに表示、容器及び
包装の基準（以下「商品等の規格・基準」という。）を定めることが
できる。

２　知事は、商品等の規格・基準を定めようとするときは、あらかじめ、
審議会の意見を聴かなければならない。

３　第１項の規定による商品等の規格・基準の設定は、告示で行わなけ
ればならない。

４　前 2 項の規定は、商品等の規格・基準の変更及び廃止について準用する。
　（商品等の規格・基準の遵守に関する措置）
第 16 条　知事は、商品又は役務が前条第１項の規定により定められた

商品等の規格・基準に適合していないと認めるときは、当該商品又は
役務を供給する事業者に対し、書面により、当該商品等の規格・基準
を遵守するよう勧告することができる。

　（不当な取引行為の指定）
第 17 条　知事は、事業者が消費者との間で行う商品又は役務の取引に

関する行為で次の各号のいずれかに該当するものを不当な取引行為と
して指定することができる。
（１）消費者に対し虚偽の事実を告げ、又は誤信を招く情報を提供し、

消費者を威迫し、又は心理的に不安な状態に陥れる等の不当な方
法で、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

（２）消費者に著しい不利益をもたらす不当な内容の契約を締結させ
る行為

（３）契約（契約の成立について当事者間に争いのあるものを含む。）
に基づく債務の履行を不当に強要し、又は契約に基づく債務の履
行を不当に拒否し、若しくは遅延させる行為

（４） 消費者の正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、契約の解除
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又は申込みの撤回等により生じる債務若しくは契約が無効である
ことに基づく債務の履行を不当に拒否し、若しくは遅延させる行為

２　第 15 条第２項及び第３項の規定は、前項の不当な取引行為の指定、
変更及び廃止について準用する。

　（不当な取引行為の改善措置）
第 18 条　知事は、事業者が前条第１項の規定による指定をされた不当

な取引行為を行っていると認めるときは、法令に特別の定めがある場
合を除き、当該事業者に対し、書面により、当該不当な取引行為の中
止その他の改善措置を講ずるよう勧告することができる。

　（生活必要商品等の価格動向の調査等）
第 19 条　知事は、消費者の日常生活に必要な商品又は役務（次項にお

いて「生活必要商品等」という。）について、必要に応じて、その価
格の動向、需給の状況、流通の実態等を調査するものとする。

２　知事は、生活必要商品等の価格の安定を図り、又は消費者の生活必
要商品等の合理的な選択を確保するため必要があると認めるときは、
前項の規定による調査の概要を公表するものとする。

　（生活必要商品の供給要請）
第 20 条　知事は、消費者の日常生活に必要な商品（以下「生活必要商

品」という。）の円滑な供給を確保するため必要があると認めるときは、
当該生活必要商品に係る事業者に対し、その供給について協力を求め
ることができる。

　（生活必要商品の供給に係る措置）
第 21 条　知事は、生活必要商品が著しく不足し、若しくはその価格が

著しく上昇し、又はこれらのおそれがあると認める場合において、事
業者が不当な買占め若しくは売惜しみにより当該生活必要商品を多量
に保有し、又は当該生活必要商品を著しく不当な価格で販売している
と認めるときは、法令に特別の定めがある場合を除き、当該事業者に
対し、書面により、これらの行為を是正するよう勧告することができる。

第３章　消費者の被害の救済
　（苦情等の処理）
第 22 条　知事は、消費者から事業者の供給する商品若しくは役務若し

くはこれらの取引行為に関する苦情の申出又は消費生活に関する相談
があったときは、速やかに、その内容を調査し、これらを解決するた
めに必要な措置を講ずるものとする。

　（審議会のあっせん及び調停）
第 23 条　知事は、前条に規定する消費者からの苦情を解決するため必

要があると認めるときは、当該苦情を審議会のあっせん又は調停に付
することができる。

２　審議会は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、当
該苦情に係る事業者、消費者その他の関係者の出席を求め、その意見
を聴くことができる。

　（訴訟の援助）
第 24 条　知事は、消費者が事業者を相手として訴訟を提起する場合又

は事業者に訴訟を提起された場合において、当該訴訟が次に掲げる要
件のすべてに該当するときは、当該消費者に対し、当該訴訟を提起し、
及び維持し、又は当該訴訟に応じるために必要な資金の貸付けその他
の援助を行うことができる。
（１） 前条第１項の規定によりあっせん又は調停のため審議会に付さ

れた苦情に係る訴訟であること。
（２） 審議会において、その援助をすることが適当であると認めた訴

訟であること。
２　知事は、前項の規定による貸付けを受けた者が、次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該貸付けに係る返還債務の全部又は一部を免
除することができる。
（１） 当該訴訟の結果、当該訴訟に係る費用を償うことができないとき。
（２） 死亡したとき。
（３） 災害、病気その他の理由により返還が困難となったとき。

３　前２項に定めるもののほか、第１項の規定による貸付けに関し必要
な事項は、規則で定める。

第４章　消費生活に関する情報提供、教育・学習等
　（情報の収集及び提供）
第 25 条　知事は、商品又は役務について品質、機能、価格及び量目並

びにこれらの表示の状況、取引方法その他必要と認める事項に関して
試験、検査、調査等を行い、消費生活に関する情報を収集するととも
に、消費生活の安定及び向上を図るために必要な情報を提供するもの
とする。

　（教育機会の活用及び学習の支援）
第 26 条　県は、消費者が消費生活を営む上で必要な知識及び判断力を

習得し、消費生活において主体的に行動し、並びに消費生活が環境に
及ぼす影響についての理解を深めることができるようにするため、消
費生活に関する教育用の資料の提供その他教育の機会を活用するため
に必要な措置を講ずるものとする。

２　県は、消費生活に関する学習の機会の提供その他消費生活に関する消
費者の自主的な学習の支援のために必要な措置を講ずるものとする。

　（消費者の組織活動の促進）
第 27 条　県は、消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的

な消費者の組織活動が促進されるようにするため必要な情報の提供そ
の他の援助の措置を講ずるよう努めるものとする。

　（知事への申出）
第 28 条　消費者は、この条例に規定する措置が採られていないことに

より、第２条各号に掲げる消費者の権利が侵害され、又は侵害される
おそれがあるときは、知事に対し、その旨を申し出て、適当な措置を
採るべきことを求めることができる。

２　知事は、前項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、
その申出に理由があると認めるときは、この条例に基づく措置その他
必要と認める措置を採るものとする。

第５章　消費生活センター
　（苦情の処理等の事務）
第 29 条　消費生活センター（消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）

第 10 条の２第１項第１号に規定する消費生活センターをいう。以下
同じ。）は、同法第８条第１項各号に掲げる事務のほか、次に掲げる
事務を行う。
（１） 第 22 条の規定による消費者からの苦情の申出又は消費生活に

関する相談に応じること。
（２） 第 22 条の規定による消費者からの苦情の処理のためのあっせ

んを行うこと。
（３） 第 25 条の規定による試験、検査、調査等を行うこと。
（４） 第 25 条の規定による消費生活に関する情報の収集並びに消費

生活の安定及び向上を図るために必要な情報の提供を行うこと。
（５） 前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。

　（名称、所在地等の公示）
第 30 条　知事は、消費生活センターを設置したときは、遅滞なく、次

に掲げる事項を公示しなければならない。
（１） 消費生活センターの名称及び所在地
（２） 消費生活相談（消費者安全法第 10 条の３第２項に規定する消

費生活相談をいう。以下同じ。）等の事務を行う日及び時間
（３） 消費生活相談等の事務の委託（消費者安全法第８条の２第１項

の規定による委託を含む。以下同じ。）をしたときは、当該委託
を受けた者の氏名又は名称及び住所

２　前項の規定は、同項各号に掲げる事項の変更について準用する。
　（消費生活相談員等）
第 31 条　消費生活センターに消費生活相談員（消費者安全法第 10 条

の３第１項の消費生活相談員をいう。以下同じ。）を置き、消費生活
相談の事務に従事させるものとする。
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事務を掌理する職員その他消費生活センターの事務を行うために必要
な職員その他の人員を置くものとする。

３　知事は、消費者安全法第 11 条の規定に基づき、消費生活センター
において消費生活相談その他の同法第８条第１項各号に掲げる事務及
び第 29 条各号に掲げる事務に従事する職員その他の者に対し、その
資質の向上のための研修等の機会を確保するものとし、並びに消費生
活相談員その他の人材の確保等に必要な措置を講ずるものとする。

４　前３項の規定による措置等については、事務の委託により行うこと
ができる。

　（消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理）
第 32 条　知事は、消費生活センターにおいて消費生活相談その他の消費

者安全法第８条第１項各号に掲げる事務及び第 29 条各号に掲げる事務
を行うことにより得られた情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他
の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

第６章　雑則
　（国及び他の地方公共団体との協力）
第 33 条　知事は、消費生活の安定及び向上を図るため必要があると認

めるときは、国に対し必要な措置を講ずるよう要請し、及び他の地方
公共団体に協力を求めるものとする。

２　知事は、国又は他の地方公共団体から消費生活の安定及び向上を図
ることを目的に協力を求められたときは、これに応ずるよう努めるも
のとする。

　（立入調査等）
第 34 条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対し、

その業務に関し報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、事
業者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、業務の
状況若しくは帳簿、書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に
質問させることについて協力を求めることができる。

２　前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す
証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

　（公表）
第 35 条　知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の旨を公表することができる。
（１） 正当な理由がなく第９条第２項の規定による要求に応じないとき。
（２） 正当な理由がなく第 10 条第１項、第 16 条、第 18 条又は第

21 条の規定による勧告に従わなかったとき。
（３） 正当な理由がなく前条第１項の規定による報告若しくは資料の

提出の要求又は調査若しくは質問についての協力の要請に応じな
いとき。

（４） 前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出の要求又は質
問についての協力の要請に対して、虚偽の報告をし、若しくは虚
偽の資料を提出し、若しくは虚偽の答弁をし、又は関係者に虚偽
の答弁をさせたとき。

２　知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、
事業者に口頭で意見を述べ、又は意見書を提出する機会を与えなけれ
ばならない。

３　知事は、第１項の規定による公表をしようとするときは、あらかじ
め、審議会の意見を聴かなければならない。

　（施行事項）
第 36 条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

　　附　則
　この条例は、平成 10年４月１日から施行する。
　　附　則（平成 11 年条例第 59 号）抄
　１　この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。
　　附　則
　この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。

（１）消費者基本法　抄　（昭和 43 年５月 30 日法律第 78 号）
　　（基本理念）
第２条　消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消

費者政策」という。）の推進は、国民の消費生活における基本的な需
要が満たされ、その健全な生活環境が確保される中で、消費者の安全
が確保され、商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択
の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供さ
れ、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生
じた場合には適切かつ迅速に救済されることが消費者の権利であるこ
とを尊重するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自
主的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援する
ことを基本として行われなければならない。

２　消費者の自立の支援に当たつては、消費者の安全の確保等に関して
事業者による適正な事業活動の確保が図られるとともに、消費者の年
齢その他の特性に配慮されなければならない。

３　消費者政策の推進は、高度情報通信社会の進展に的確に対応するこ
とに配慮して行われなければならない。

４　消費者政策の推進は、消費生活における国際化の進展にかんがみ、
国際的な連携を確保しつつ行われなければならない。

５　消費者政策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。
　　（国の責務）
第３条　国は、経済社会の発展に即応して、前条の消費者の権利の尊重

及びその自立の支援その他の基本理念にのつとり、消費者政策を推進
する責務を有する。

　　（地方公共団体の責務）
第４条　地方公共団体は、第２条の消費者の権利の尊重及びその自立の

支援その他の基本理念にのつとり、国の施策に準じて施策を講ずると
ともに、当該地域の社会的、経済的状況に応じた消費者政策を推進す
る責務を有する。

（２）消費者安全法　抄　　（平成 21 年６月５日法律第 50 号）

　　（基本理念）
第３条　消費者安全の確保に関する施策の推進は、専門的知見に基づき

必要とされる措置の迅速かつ効率的な実施により、消費者事故等の発
生及び消費者事故等による被害の拡大を防止することを旨として、行
われなければならない。

２　消費者安全の確保に関する施策の推進は、事業者による適正な事業
活動の確保に配慮しつつ、消費者の需要の高度化及び多様化その他の
社会経済情勢の変化に適確に対応し、消費者の利便の増進に寄与する
ことを旨として、行われなければならない。

３　消費者安全の確保に関する施策の推進は、国及び地方公共団体の緊
密な連携の下、地方公共団体の自主性及び自立性が十分に発揮される
ように行われなければならない。

　　（国及び地方公共団体の責務）
第４条　国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念（以下この条に

おいて「基本理念」という。）にのっとり、消費者安全の確保に関す
る施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２　国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当
たっては、基本理念にのっとり、消費生活について専門的な知識、技術
又は経験を有する者の能力を活用するよう努めなければならない。

３　国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に
当たっては、基本理念にのっとり、消費者事故等に関する情報の開示、
消費者の意見を反映させるために必要な措置その他の措置を講ずるこ
とにより、その過程の透明性を確保するよう努めなければならない。

４　国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当
たっては、基本理念にのっとり、施策効果（当該施策に基づき実施し、
又は実施しようとしている行政上の一連の行為が消費者の消費生活、
社会経済及び行政運営に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響を
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いう。第６条第２項第４号において同じ。）の把握及びこれを基礎と
する評価を行った上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

５　国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当
たっては、基本理念にのっとり、独立行政法人国民生活センター（以
下「国民生活センター」という。）、第 10 条の２第１項第１号に規定
する消費生活センター、都道府県警察、消防機関（消防組織法（昭和
22 年法律第 226 号）第９条各号に掲げる機関をいう。）、保健所、病院、
教育機関、第 11 条の７第１項の消費生活協力団体及び消費生活協力
員、消費者団体その他の関係者の間の緊密な連携が図られるよう配慮
しなければならない。

６　国及び地方公共団体は、消費者教育を推進し、及び広報活動、消費
生活に関する教育活動その他の活動を行うことを通じて、消費者安全
の確保に関し、国民の理解を深め、かつ、その協力を得るよう努めな
ければならない。　　（略）

　　（都道府県及び市町村による消費生活相談等の事務の実施）
第８条　都道府県は、次に掲げる事務を行うものとする。

（１） 次項各号に掲げる市町村の事務の実施に関し、市町村相互間の
連絡調整及び市町村に対する必要な助言、協力、情報の提供その
他の援助を行うこと。

（２） 消費者安全の確保に関し、主として次に掲げる事務を行うこと。
イ　事業者に対する消費者からの苦情に係る相談のうち、その対

応に各市町村の区域を超えた広域的な見地を必要とするものに
応じること。

ロ　事業者に対する消費者からの苦情の処理のためのあっせんの
うち、その実施に各市町村の区域を超えた広域的な見地を必要
とするものを行うこと。

ハ　消費者事故等の状況及び動向を把握するために必要な調査又
は分析であって、専門的な知識及び技術を必要とするものを行
うこと。

ニ　各市町村の区域を超えた広域的な見地から、消費者安全の確
保のために必要な情報を収集し、及び住民に対し提供すること。

（３） 市町村との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。
（４） 消費者安全の確保に関し、関係機関との連絡調整を行うこと。
（５） 前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。

２　市町村は、次に掲げる事務を行うものとする。
（１） 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情に

係る相談に応じること。
（２） 消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情の

処理のためのあっせんを行うこと。
（３） 消費者安全の確保のために必要な情報を収集し、及び住民に対

し提供すること。
（４） 都道府県との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。
（５） 消費者安全の確保に関し、関係機関との連絡調整を行うこと。
（６） 前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。

３　都道府県は、市町村が前各号に掲げる事務を他の市町村と共同して
処理しようとする場合又は他の市町村に委託しようとする場合は、関
係市町村の求めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うこと
ができる。

４　第１項各号に掲げる事務に従事する都道府県の職員若しくはその職
にあった者又は第２項各号に掲げる事務に従事する市町村の職員若し
くはその職にあった者は、当該事務に関して知り得た秘密を漏らして
はならない。

　　（消費生活相談等の事務の委託）
第８条の２　都道府県は、前条第１項第１号に掲げる事務（市町村相互

間の連絡調整に係る部分を除く。）及び同項第２号から第５号までに掲
げる事務の一部を、その事務を適切に実施することが出来るものとし
て内閣府令に定める基準に適合する者に委託することができる。

２　市町村は、前条第２項各号に掲げる事務の一部を、その事務を適切
に実施することが出来るものとして内閣府令に定める基準に適合する
者に委託することができる。

３　前２項の規定により事務の委託を受けた者若しくはその役員若しく
は職員又はこれらの職にあった者は、当該委託に係る事務に関して知
り得た秘密を漏らしてはならない。

　　（国及び国民生活センターの援助）
第９条　国及び国民生活センターは、都道府県及び市町村に対し、第８

条第１項各号及び第２項各号に掲げる事務の実施に関し、情報の提供、
当該事務に従事する人材に対する研修その他の必要な援助を行うもの
とする。

　　（消費生活センターの設置）
第 10 条　都道府県は、第８条第１項各号に掲げる事務を行うため、次

に掲げる要件に該当する施設又は機関を設置しなければならない。
（１） 消費生活相談員を第８条第１項第２号イ及びロに掲げる事務に

従事させるものであること。
（２） 第８条第１項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な

電子情報処理組織その他の設備を備えているものであること。
（３） その他第８条第１項各号に掲げる事務を適切に行うために必要

なものとして政令で定める基準に適合するものであること。
２　市町村は、必要に応じ、第８条第２項各号に掲げる事務を行うため、

次に掲げる要件に該当する施設又は機関を設置するよう努めなければ
ならない。
（１） 消費生活相談員を第８条第２項第１号及び第２号に掲げる事務

に従事させるものであること。
（２） 第８条第２項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な

電子情報処理組織その他の設備を備えているものであること。
（３） その他第８条第２項各号に掲げる事務を適切に行うために必要

なものとして政令で定める基準に適合するものであること。
３　前項の規定により同項の施設又は機関を設置する市町村以外の市町

村は、第８条第２項第１号及び第２号に掲げる事務に従事させるため、
消費生活相談員を置くよう努めなければならない。

　　（消費生活センターの組織及び運営等）
第 10 条の２　都道府県及び前条第２項の施設又は機関を設置する市町

村は、次に掲げる事項について条例で定めるものとする。
（１） 消費生活センター（前条第１項又は第２項の施設又は機関をい

う。次項及び第 47 条第２項において同じ。）の組織及び運営に
関する事項

（２） 第８条第１項各号又は第２項各号に掲げる事務の実施により得
られた情報の安全管理に関する事項

（３） その他内閣府令で定める事項
２　都道府県又は消費生活センターを設置する市町村が前項の規定によ

り条例を定めるに当たっては、事業者に対する消費者からの苦情が適
切かつ迅速に処理されるための基準として内閣府令で定める基準を参
酌するものとする。

　　（消費生活相談員の要件等）
第 10 条の３　消費生活相談員は、内閣総理大臣若しくは内閣総理大臣

の登録を受けた法人（以下「登録試験機関」という。）の行う消費生
活相談員資格試験に合格した者又はこれと同等以上の専門的な知識及
び技術を有すると都道府県知事若しくは市町村長が認める者でなけれ
ばならない。

２　消費生活相談員は、消費生活を取り巻く環境の変化による業務の内
容の変化に適応するため、消費生活相談（第８条第１項第２号イ及び
ロ又は第２項第１号及び第２号の規定に基づき都道府県又は市町村が
実施する事業者に対する消費者からの苦情に係る相談及びあっせんを
いう。以下同じ。）に関する知識及び技術の向上に努めなければなら
ない。

３　第１項の消費生活相談員資格試験（以下単に「試験」という。）は、
消費生活相談を行うために必要な知識及び技術を有するかどうかを判
定することを目的とし、次に掲げる科目について行う。
（１） 商品及び役務の特性、使用等の形態その他の商品等及び役務の

消費安全性に関する科目
（２） 消費者行政に関する法令に関する科目
（３） 消費生活相談の実務に関する科目
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（４） その他内閣府令で定める科目
４　試験（登録試験機関の行うものを除く。）を受けようとする者は、

内閣府令で定めるところにより、手数料を国に納付しなければならな
い。

５　前２項に定めるもののほか、試験の受験手続きその他の実施細目は、
内閣府令で定める。

　　（指定消費生活相談員）
第 10 条の４　都道府県知事は、市町村による消費生活相談の事務の実

施に関し援助を行うため、試験に合格し、かつ、内閣府令で定める消
費生活相談員としての実務の経験を有する都道府県の消費生活相談員
の中から、市町村が行う第８条第２項第１号及び第２号に掲げる事務
の実施に関し、同条第１項第１号に規定する助言、協力、情報の提供
その他の援助を行う者を指定消費生活相談員として指定するよう努め
なければならない。

　　（消費生活相談等の事務に従事する人材の確保等）
第 11 条　都道府県及び市町村は、消費生活相談員の適切な処遇、研修

の実施、専任の職員の配置及び養成その他の措置を講じ、消費生活相
談員その他の第８条第１項各号又は第２項各号に掲げる事務に従事す
る人材の確保及び資質の向上を図るよう努めるものとする。

消費者安全法施行令　抄（平成 21 年８月 14 日政令第 220 号）
　　（都道府県が設置する消費生活センターの基準）
第６条　法第 10 条第１項第３号の政令で定める基準は、法第８条第１

項第２号イ及びロに掲げる事務を１週間につき４日以上行うことがで
きるものであることとする。

　　（市町村が設置する消費生活センターの基準）
第７条　法第 10 条第２項第３号の政令で定める基準は、法第８条第２

項第１号及び第２号に掲げる事務を１週間につき４日以上行うことが
できるものであることとする。

（３）消費者教育の推進に関する法律　抄
　　　（平成 24 年８月 22 日法律第 61 号）
　　（基本理念）
第３条　消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な

行動に結び付けることができる実践的な能力が育まれることを旨とし
て行われなければならない。

２　消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体
的に消費者市民社会の形成に参画し、その発展に寄与することができ
るよう、その育成を積極的に支援することを旨として行われなければ
ならない。

３　消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行
われるとともに、年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配慮した
適切な方法で行われなければならない。

４　消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に
応じた適切な方法により、かつ、それぞれの場における消費者教育を
推進する多様な主体の連携及び他の消費者政策（消費者の利益の擁護
及び増進に関する総合的な施策をいう。第９条第２項第３号において
同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなければな
らない。

５　消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世
代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に与える影響に関する
情報その他の多角的な視点に立った情報を提供することを旨として行
われなければならない。

６　消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に
行動することができるよう、非常の事態における消費生活に関する知
識と理解を深めることを旨として行われなければならない。

７　消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、
国際理解教育その他の消費生活に関連する教育に関する施策との有機
的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされなければならない。

　　（国の責務）
第４条　国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行

動することができる自立した消費者の育成が極めて重要であることに
鑑み、前条の基本理念（以下この章において「基本理念」という。）にのっ
とり、消費者教育の推進に関する総合的な施策を策定し、及び実施す
る責務を有する。

２　内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に
策定され、及び実施されるよう、相互に又は関係行政機関の長との間
の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る消費者教育の推
進に関する施策を推進しなければならない。

　　（地方公共団体の責務）
第５条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消

費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）第 10 条の２第１項第１号に
規定する消費生活センターをいう。第 13 条第２項及び第 20 条第１
項において同じ。）、教育委員会その他の関係機関相互間の緊密な連携
の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、
その地方公共団体の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、
及び実施する責務を有する。（略）

　　（都道府県消費者教育推進計画等）
第 10 条　都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域におけ

る消費者教育の推進に関する施策についての計画（以下この条及び第
20 条第２項第２号において「都道府県消費者教育推進計画」という。）
を定めるよう努めなければならない。

２　市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められてい
るときは、基本方針及び都道府県消費者教育推進計画）を踏まえ、そ
の市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策についての計
画（以下この条及び第 20 条第２項第２号において「市町村消費者教
育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。

３　都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消
費者教育推進計画を定めようとするときは、あらかじめ、その都道府
県又は市町村の区域の消費者その他の関係者の意見を反映させるため
に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。この場合において、第
20 条第１項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織している
都道府県及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意
見を聴かなければならない。

４　都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消
費者教育推進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努
めるものとする。

５　都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消
費者教育推進計画を定めた場合は、その都道府県又は市町村の区域に
おける消費者教育の推進に関する施策の実施の状況についての調査、
分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、
都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を変更す
るものとする。

６　第３項及び第４項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町
村消費者教育推進計画の変更について準用する。（略）

　　（消費者教育推進地域協議会）
第 20 条　都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域にお

ける消費者教育を推進するため、消費者、消費者団体、事業者、事業
者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該都道府県又は市
町村の関係機関等をもって構成する消費者教育推進地域協議会を組織
するよう努めなければならない。

２　消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。
（１）当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、

体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推進地域協議会の構
成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。

（２）都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村
消費者教育推進計画を作成し、又は変更しようとする場合におい
ては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推
進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。

３　前２項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び
運営に関し必要な事項は、消費者教育推進地域協議会が定める。
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（4）参考　消費者教育の体系イメージマップ（消費者庁作成）

幼児期

各期の特徴

消費がもつ
影響力の理解

持続可能な
消費の実践

消費者の参画・
協働

トラブル対応
能力

情報社会の
ルールや情報
モラルの理解

消費生活情報に
対する批判的
思考力

情報の収集・
処理・発信能力

生活を設計・
管理する能力

選択し、契約す
ることへの理解
と考える態度

商品安全の
理解と危険を
回避する能力

重点領域

小学生期 中学生期

おつかいや買い物に
関心を持とう

消費をめぐる物と金銭の
流れを考えよう

消費者の行動が環境や経済
に与える影響を考えよう

身の回りのものを
大切にしよう

自分の生活と身近な環境
とのかかわりに気づき、物
の使い方などを工夫しよう

消費生活が環境に与える
影響を考え、環境に配慮
した生活を実践しよう

困ったことがあったら
身近な人に伝えよう

困ったことがあったら
身近な人に相談しよう

販売方法の特徴を知り、
トラブル解決の法律や
制度、相談機関を知ろう

約束やきまりを守ろう

物の選び方、買い方を考え
適切に購入しよう
約束やきまりの大切さを
知り、考えよう

商品を適切に選択すると
ともに、契約とそのルール
を知り、よりよい契約の
仕方を考えよう

欲しいものがあったときは、
よく考え、時には我慢する
ことをおぼえよう

物や金銭の大切さに気づ
き、計画的な使い方を考え
よう
お小遣いを考えて使おう

消費に関する生活管理の
技能を活用しよう
買い物や貯金を計画的に
しよう

身の回りのさまざまな
情報に気づこう

消費に関する情報の集め
方や活用の仕方を知ろう

消費生活に関する情報の
収集と発信の技能を
身に付けよう

自分や家族を大切にしよう
自分や知人の個人情報を
守るなど、情報モラルを
知ろう

著作権や発信した情報へ
の責任を知ろう

身の回りの情報から
「なぜ」「どうして」を
考えよう

消費生活情報の目的や
特徴、選択の大切さを
知ろう

消費生活情報の評価、
選択の方法について学び、
意思決定の大切さを知ろう

くらしの中の危険や、
ものの安全な使い方に
気づこう

危険を回避し、物を安全に
使う手がかりを知ろう

危険を回避し、物を安全に
使う手段を知り、使おう

協力することの大切さを
知ろう

身近な消費者問題に
目を向けよう

身近な消費者問題及び
社会課題の解決や、
公正な社会の形成について
考えよう

様々な気づきの体験を
通じて、家族や身の回りの
物事に関心をもち、それを

取り入れる時期

主体的な行動、社会や
環境への興味を通して、
消費者としての素地の
形成が望まれる時期

行動の範囲が広がり、
権利と責任を理解し、

トラブル解決方法の理解が
望まれる時期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

商
品
等
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情
報
と
メ
デ
ィ
ア



高校生期
成 人 期

Ver.1.0

特に若者 成人一般 特に高齢者

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済や社会に与える
影響を考えよう

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済、社会に与える
影響を考える習慣を
身に付けよう

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済、社会に与える
影響に配慮して行動しよう

消費者の行動が環境、
経済、社会に与える影響に
配慮することの大切さを
伝え合おう

持続可能な社会を目指して、
ライフスタイルを考えよう

持続可能な社会を目指した
ライフスタイルを
探そう

持続可能な社会を目指した
ライフスタイルを
実践しよう

持続可能な社会に役立つ
ライフスタイルについて
伝え合おう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関の利用法を
知ろう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関を利用する
習慣を付けよう

トラブル解決の法律や制度、
相談機関を利用しやすい
社会をつくろう

支え合いながらトラブル
解決の法律や制度、相談機
関を利用しよう

適切な意思決定に基づいて
行動しよう
契約とそのルールの活用に
ついて理解しよう

契約の内容・ルールを
理解し、よく確認して
契約する習慣を付けよう

契約とそのルールを理解し、
くらしに活かそう

契約トラブルに遭遇しない
暮らしの知恵を伝え合おう

主体的に生活設計を立てて
みよう
生涯を見通した生活経済の
管理や計画を考えよう

生涯を見通した計画的な
くらしを目指して、生活設
計・管理を実践しよう

経済社会の変化に対応し、
生涯を見通した計画的な
くらしをしよう

生活環境の変化に対応し
支え合いながら生活を
管理しよう

情報と情報技術の適切な
利用法や、国内だけでなく
国際社会との関係を
考えよう

情報と情報技術を適切に
利用する習慣を身に付け
よう

情報と情報技術を適切に
利用するくらしをしよう

支え合いながら情報と
情報技術を適切に利用
しよう

望ましい情報社会のあり方
や、情報モラル、セキュリ
ティについて考えよう

情報社会のルールや情報
モラルを守る習慣を付け
よう

トラブルが少なく、情報モ
ラルが守られる情報社会を
つくろう

支え合いながら、トラブル
が少なく、情報モラルが守
られる情報社会をつくろう

消費生活情報を評価、選択
の方法について学び、社会
との関連を理解しよう

消費生活情報を主体的に
吟味する習慣を付けよう

消費生活情報を主体的に
評価して行動しよう

支え合いながら、消費生活
情報を上手に取り入れよう

安全で危険の少ないくら
しと消費社会を目指すこ
との大切さを理解しよう

安全で危険の少ないくらし
方をする習慣を付けよう

安全で危険の少ないくらし
と消費社会をつくろう

安全で危険の少ないくらし
の大切さを伝え合おう

身近な消費者問題及び社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に協働して取り組む
ことの重要性を理解しよう

消費者問題その他の社会
課題の解決や、公正な社会
の形成に向けた行動の場を
広げよう

地域や職場で協働して
消費者問題その他の社会
課題を解決し、公正な社会
をつくろう

支え合いながら協働して
消費者問題その他の社会
課題を解決し、公正な
社会をつくろう

生涯を見通した生活の
管理や計画の重要性、社会的
責任を理解し、主体的な
判断が望まれる時期

生活において自立を進め、
消費生活のスタイルや
価値観を確立し自らの
行動を始める時期

精神的、経済的に自立し、
消費者市民社会の構築に、
様々な人々と協働し
取り組む時期

周囲の支援を受けつつも
人生での豊富な経験や
知識を消費者市民社会
構築に活かす時期

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように
整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

　近年、人口減少、高齢化の進行、インターネットやスマートフォンの普及に伴う高度情報通
信社会の進展、経済のグローバル化等により、消費者を取り巻く社会経済環境は大きく変化し
ています。
　これらを背景として、高齢者からの消費生活相談の件数は年々増加しているほか、多岐にわ
たる新たな内容の消費者トラブルなどが次々と発生しています。特に、ますます悪質巧妙化す
る特殊詐欺による被害は、消費者に大きな不安を与えているところです。
　国においては、平成21年の消費者庁創設以来、消費生活相談や事故情報の集約・分析、被害
の未然・拡大防止対策など、消費者政策を一元的に推進するとともに、新たに「消費者教育の
推進に関する法律」を制定するなど必要な関係法令の整備を進めているところですが、これら
の施策を着実に実行していくためには、消費者にとって身近な存在である地方自治体における
消費者行政の充実・強化が重要です。
　このため県では、「青森県消費生活条例」に基づいて「青森県消費生活基本計画」を策定し、
県民の消費生活の安定と向上に向けた施策を計画的に進めるとともに、国の交付金も活用しな
がら、消費生活センター等の機能強化や消費者教育・啓発の推進などの取組を積極的に展開し
ているところです。
　こうした状況の中、この度、前計画を改定し、平成29年度から５か年を計画期間とする「第
３次青森県消費生活基本計画」を策定いたしました。
　県では、「青森県基本計画未来を変える挑戦」に掲げる生活創造社会の実現を目指し、県民
が安全で安心して快適に暮らせる生活環境づくりに取り組んでおり、消費生活に関する施策に
ついては、本第３次計画に基づき、市町村、関係団体、国などと連携しながら推進して参りま
すので、御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、本計画の策定に当たり、熱心な御審議をいただきました青森県消費生活審議会委員及
び青森県消費者教育推進地域協議会委員の皆様をはじめ、関係各位に心から感謝申し上げます。

                                                                  平成29年２月

三 村　申 吾

は　じ　め　に

青森県知事
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電  話： （代表）017-722-1111 ( 内線 6414)
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FAX： 017-734-8046

第３次青森県消費生活基本計画

☎188

（平成28年４月現在）消費生活相談窓口一覧11

名 称 対象地域電話番号

青森市民消費生活センター 017-722-2326 青森市・東津軽郡 平日　8:30～18:00
   （土・日・祝日休み）

弘前市市民生活センター 0172-34-3179 弘前市・黒石市・平川市・  8:30～17:00
  中津軽郡・南津軽郡・板柳町 （月曜休み）

八戸市消費生活センター 0178-43-9216　八戸市・三戸郡・ 平日　8:15～17:00
  おいらせ町 （土・日・祝日休み）

五所川原市消費生活センター 0173-33-1626
 五所川原市・つがる市・ 火～金　9:00～17:00

  西津軽郡・ 土　 　10:00～16:00
  北津軽郡（板柳町除く）  （日・月・祝日休み）
   

十和田市消費生活センター 0176-51-6757 十和田市・七戸町・六戸町 平日　8:30～16:30
   （土・日・祝日休み）

三沢市消費生活センター 0176-53-5350 三沢市・野辺地町・横浜町・ 平日　8:30～16:30 
  東北町・六ヶ所村 （土・日・祝日休み）

むつ市消費生活センター 0175-22-1353 むつ市・下北郡 平日　8:30～17:15
   （土・日・祝日休み）

■消費者ホットライン

■市消費生活センター

名 称 電話番号 対象地域 受付時間

受付時間

青森県消費生活センター 017-722-3343 県内全域 平日　　9:00～17:30
（相談窓口）   土・日・祝日　10:00～16:00

■県消費生活センター

い 　 や 　 や

青　森　県




